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内容梗概 

 
 本論文は、高速・大容量通信を可能とする光ファイバ通信に用いられる半導体レーザの高性能

化を目的としたデバイス設計、プロセス開発を行った研究成果をまとめたものである。論文は、

以下の 6章により構成される。 

 

第 1章 序論 

 本章では、通信用半導体レーザの歴史を概説し、その研究課題を指摘した。さらに、本研究の

目的および構成について述べ、その意義を明らかにした。 

 

第 2章 通信用半導体レーザの基本構造 

 本章では、光通信用半導体レーザの基本的なデバイス構造と作製プロセスに関して説明を行っ

た。さらに、半導体レーザの性能を決定する上で活性層構造が非常に重要であることから、ベー

スとなる量子井戸活性層の構成に関してこれまでの技術的内容を説明した。 

 

第 3章 テーパー活性ストライプによる半導体レーザの狭放射角化 

 本章では、ファイバツーザホーム(FTTH)システムの音声、データ伝送用半導体レーザとして必

要不可欠となる光ファイバとの直接結合を可能とするために、新規提案したテーパー状の活性層

を導入したテーパー活性ストライプ型半導体レーザに関する研究成果を報告した。レーザ特性を

決定する活性層構造依存性、テーパー角度依存性のデバイス検証を行い、狭放射角特性かつ高光

出力特性を両立するデバイス構造の設計指針を明確にした。この設計手法を用いて 1.3 µm帯半導

体レーザで 12度の狭放射角特性(従来の 1/3)を実現するとともに 85度での高温において世界最高

光出力を実証した。 
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第 4章 埋め込み回折格子による分布帰還型半導体レーザの狭スペクトル線幅化 

 本章では、FTTH システムの映像伝送用レーザとして必要不可欠となるスペクトル線幅の狭窄

化に向け、分布帰還型半導体(DFB)レーザにおける低結合係数化の必要性を明確にした。低結合係

数化の実現に向け、従来の回折格子形成プロセスおよびデバイ性能上の課題を明らかにし、安定

した低結合係数化を可能とする新規埋め込み回折格子技術に関するプロセス手法とデバイス設計

についての研究成果を述べた。さらにこの技術を用いてレーザデバイスを作製し、従来の 1/100

以下である 63 kHzの最小スペクトル線幅特性を実現した。 

 

第 5章 埋め込み回折格子を有する分布帰還型半導体レーザの高出力化 

 本章では、DFBレーザの狭スペクトル線幅化の応用技術として、外部変調システム用 DFBレー

ザの高出力化に関する研究成果を説明した。高光出力時における単一モード性の向上には、低結

合係数を均一性、制御性よく実現する必要があり、埋め込み回折格子構造が上記解決手段の一つ

であることを明らかにした。さらにこの技術を用いてレーザデバイスを作製し、1.55 µm帯(1.3 µm

帯)において、それぞれ光出力 180 mW(230 mW)までの単一モード特性を確認し、1.55 µm帯、1.3 µm

帯ともに世界最高の光出力特性を実現した。 

 

第 6章 結論 

 本章では、本研究の総括をおこない、通信用半導体レーザの将来展望を含め、結論とした。 
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第 1章 

序論 

 

 

1.1 背景 

 21世紀に入りネットワーク技術の飛躍的な発達によって、世界中の情報を迅速にそして手軽に

入手することが可能となり、まさに“ユビキタスネットワーク社会”の実現に向けて世界全体が

動き出してきた。ユビキタスネットワーク社会とは、“安全性の高い多様な情報ネットワークによ

り、時間や場所の制約を超えて必要な情報を誰もが意識しないで簡単に安心して活用できる社会”

である。蛇口をひねれば誰でも水を容易に得ることができるように、ネットワークを通じて必要

図 1-1. 日本におけるインターネット普及率の推移[1] 
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なサービスや製品などをいつでも、どこでも、何からでも「湯水」のように得られるユビキタス

ネットワーク社会を目指した技術革新が日々行われている。図 1-1 には日本におけるインターネ

ットの普及率を示しているが、21世紀に入り ADSL (Asymmetric Digital Subscriber Line) 、CATV 

(Cable Tele-Vision)、FTTH (Fiber To The Home)などの伝送形態を中心にインターネットの普及が飛

躍的に高まり、2006年には 70 %を超えるまでになってきた。特に、ADSL、FTTHに代表される

ブロードバンドの普及率が 2001年の 5 %から 2006年には全体の 50 %を越え、今後は高速・大容

量通信が可能となる FTTH が急激に成長し、2007 年には 1500 万世帯の家庭での利用が予想され

ている[1]。本当の意味での高度情報社会の時代が到来しようとしている。特に高速・大容量通信

を支えているのが、従来の電話線（銅線）や同軸ケーブルを伝送媒体に用いた通信網から光ファ

イバを用いた光ファイバ通信網である。このように各家庭や各個人が世界と情報ネットワークを

用いた高速ブロードバンドネットワークを手軽に利用できるようになったのは、情報伝送に用い

る発光素子や受光素子などの半導体素子、および伝送線路である光ファイバに関して、下記に述

べる 2点の技術的革新が行われたことによる。 

 

1. 光出力が高く、電流-光出力特性の線形性にも優れ、連続光を室温で発振する小型で使いやすい

半導体レーザが実現されたこと。 

2. 伝送媒体である光ファイバが広帯域、低損失であり、しかも良好な伝送路であったこと。 

 

表 1-1 には、光伝送方式が実用方式として出発する契機となった光ファイバ、半導体レーザの

技術的経緯を示している。 

半導体レーザに関しては、ルビーレーザ[2]や He-Ne レーザの発振が確認される以前の 1957 年

に渡辺、西沢らによって半導体光素子の提案が行われたのが始まりであるが[3]、レーザ発振が始

めて観測された 1962年が半導体レーザの誕生した年と言われている。当時、米国の数箇所の研究

所で GaAs（および GaAsP）の電流注入でのレーザ動作が確認された[4∼7]。これは、レーザ動作

が実現された GaAs を活性材料として、pn接合におけるキャリアの注入を利用し、結晶のへき開

面をファブリぺロー反射鏡とするレーザ構造が現在の基本構造となるものである[4]。 

1960年の後半に入り、GaAsをはじめ、InP、InAsなど多くの半導体に関するレーザの開発が活

発化していたが、室温でのしきい値電流密度が数万 A/cm2と極めて高く、マイクロ波以下の幅の

パルスでしか使えないといった課題に直面していた。室温連続動作ができないことは光通信をは

じめとして多くの応用に致命的であった。 
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この技術的行き詰まりを一挙に解決したのが、ソ連 Ioffe研究所の Alferovら[8]と米国 Bell研究

所の林ら[9]によるダブルへテロ構造半導体レーザの開発と室温連続発振の達成であった。ダブル

へテロレーザでは GaAs 活性層がこれよりも大きな禁制帯幅を持つ AlGaxAs1-x混晶で両側からサ

ンドイッチされている。活性層に注入された電子と正孔は AlGaAs クラッド層によってこの層に

効率よく閉じ込められる。また活性層の屈折率がクラッド層よりも大きいために、このダブルへ

テロ構造は効率のよい光導波路として働く。この光とキャリアの閉じ込め効果のために、室温に

おける発振しきい値電流密度は 1000 A/cm2近傍まで低下し、適当にヒートシンクされた半導体レ

ーザで室温連続発振が可能となったのである。これにより半導体レーザの実用化に向けた技術開

発が急速に行われていった。 

 半導体レーザの開発に並行して光ファイバの低損失化も急速に進展した。石英系光ファイバの

損失の主要因は、石英ガラス内に含まれる Feや Cu等の遷移金属や OH基などの不純物による吸

収であるが、室温連続動作のダブルへテロレーザが誕生した同じ 1970年に、米国のコーニング社

表 1-1. 半導体レーザと光ファイバの歴史 

InGaAsP系レーザの室温連続発振
（MIT）

501975

低損失ガラスファイバ開発

～20 dB/km (コーニング社)
AlGaAsレーザ発振、0.85 µm

(ベル研、ソ連、NEC)
451970

セルフォックファイバ開発

～80 dB/km (日本板ガラス)
441969

1979

1974

1965

1962

1961

1960

1957

西暦

MCVD法により低損失
0.2 dB/km＠1.55 µ m（NTT）

InGaAsP系の最初の単一波長
（DFB）レーザ（日立）

54

MCVD法により低損失
0.47 dB/km＠1.3 µ m（NTT）

49

CO2レーザ発振、10.6 µm
(ベル研)

40

GaAsレーザ発振、0.85 µm
(GE、IBM、MIT)

37

Heレーザ発振、0.63 µm (ベル研)36

ルビーレーザ発振、0.69 µm 
(ヒューズ)

35

半導体光素子の提案（西沢）32

光ファイバ半導体レーザなど昭和
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がこれまで 80 dB/km あった伝播損失を 20dB/kmまで減少させた[10]のをブレークスルーとして、

一気に光ファイバの低損失化に向けた技術開発が加速化していった。 

1970年代前半においては GaAs/AlGaAs系レーザの開発が主流であった。特にダブルへテロレー

ザの急激な劣化現象の解明、つまり長寿命化に関する研究[11∼15]、さらには光ファイバ通信への

応用において必要となる発振モードの安定性に関する検討が行われていった[16]。この中で、横モ

ードを安定する手法として、現在の光通信用レーザの基本構造となる低しきい値、高光出力特性

が実現可能な埋め込みヘテロ型（Buried Heterostructure : BH）レーザが提案された[17]。さらに、

1973年には、安定した単一モード発振を実現するために、レーザの共振器内に波長程度の周期を

導入した分布帰還型レーザの光励起での発振が確認され[18]、さらに 1975年には電流注入型の室

温連続発振 DFBレーザが報告された[19]。 

 1970年後半から、残留 OH基の除去技術が進展し、光ファイバの最低損失が GaAs/AlGaAs系レ

ーザの発振波長帯である 0.85 µm付近から、より長波長である 1.55 µm付近となり、損失として

は 0.2 dBkmと極めて小さくなった[20]。1.2∼1.6 µm帯の波長をカバーする材料としてGaAs/AlGaAs

系から InP/InGaAsP系の研究が活発化し、1976年にMIT Lincoln研究所の Hsiehが InP/InGaAsPダ

ブルへテロレーザの室温パルス発振に始めて成功した[21]。さらに、InP/InGaAsP系レーザの室温

連続発振[22]、長波長帯の初めての DFBレーザの発振[23]が報告され、InGaAsP/InP系長波長帯レ

ーザ開発が本格化していった。 

以上に述べた半導体レーザと光ファイバの飛躍的な発展により、光源、伝送路、受光器の光通

信 3 要素の可能性が大きく開け、光通信システムに向けた研究開発が急激に活発化した。その後

の光通信システムの進展は、グローバルな情報伝送需要の急拡大を背景にして、日本－米国など

の大陸間、東京－大阪間など大都市間における幹線系の高速化・大容量化への努力を皮切りに、

幹線系の長距離伝送化が続いた。さらに、都市内に張り巡らされた支線系に移り、1990年以降は

インターネットの爆発的な普及に代表されるオフィスや家庭の情報化への対応として、アクセス

系の光化の動きが加速されていったのである。 

幹線系光通信の技術開発の歴史を図 1-2に示している[24]。横軸は年代であり、縦軸は伝送速度

（Gb/s）と伝送距離（km）の積を表している。この伝送ビットレート・距離積は幹線系の性能を

表す指標であり、高速化・大容量化ならびに長距離化を総合的に表すものである。図 1-2 に示す

ように学会発表レベル（●印）、実用化レベル（○印）ともに、1975 年以来伝送ビット・距離積

を伸ばし、2000年には 106 Gb/s kmを超えるまでに至っている。また、学会、実用ともにほぼ並

行に推移しており、伝送速度・距離積の伸びは図 1-2 に示しているように、10 年間で 400 倍、1
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年あたり 1.8 倍と大きな拡大を遂げてきた。この伝送速度・距離積の伸びは、従来のマルチモー

ドファイバから単一モードファイバへの技術革新、光ファイバの低損失領域である 1.55 µm帯の

信号増幅技術として検討されてきたエルビウム光ファイバ増幅器（Erbium Doped Fiber Amplifier : 

EDFA）の開発[25,26]、高密度波長多重方式（Wavelength Division Multiplexing : WDM）の導入、さ

らには単一モードレーザである分布帰還型半導体レーザ(Distributed Feedback Laser Diode : 

DFB-LD)や分布反射器半導体レーザ（Distributed Bragg Reflector Laser Diode : DBR-LD）[27,28]の飛

躍的な性能改善により達成されていった。 

 

 

1.2 アクセス系ネットワークの導入 

各家庭を世界と太い線でつなぐ 21 世紀の高度情報化社会の理想的な情報通信インフラストラ

クチャーの一つが、図 1-3 で説明した電話局から家庭まで光ファイバで結ぶファイバツーザホー

図 1-2. 幹線系光通信の性能向上[24] 
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ム（Fiber-To-The-Home : FTTH）方式である。図 1-3に示すように FTTHシステムの持つ高速・大

容量化によって、これまでの銅線や同軸ケーブルを用いた伝送システムでは難しかった在宅勤務

や在宅医療サービス、地域情報ネットワーク、さらにはビデオオンデマンドサービス（Video on 

Demand : VOD）などの多様なサービスの提供が手軽に実現可能となる。FTTHシステムのアーキ

テクチャーとしては、図 1-4に図示化しているように下記の示す 3つの方式が検討された。 

 

(a) 光信号の送受信を行うセンターと各家庭とが 1 対 1 に接続されているシングルスター

（Single Star : SS）方式 

(b) センターと各家庭においてアクティブ回路からなる変換器により分岐するアクティブダブ 

ルスター（Active Double Star : ADS）方式。変換器から各家庭までは従来のメタル配線を使用す

るため、伝送能力に制限がある。 

(c)  センターと各家庭間において受動的な光部品であるスターカップラで多重分離し、すべて 

• 在宅勤務、在宅医療

• ホームバンキング

• ビデオ・オン・デマンド (VOD)
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• 電子取り引き． etc
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銀
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病
院一般家庭

○×商事
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FTTH (Fiber To The Home)

伝送速度の拡大

電話線から光ファイバによる

FTTH (Fiber To The Home) システム

高速、大容量通信
の要求

• 在宅勤務、在宅医療
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• ビデオ・オン・デマンド (VOD)
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• 電子取り引き． etc
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銀
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所

病
院一般家庭

○×商事
（株）
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図 1-3. ファイバツーザホーム(FTTH)システム 
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図 1-4. FTTHシステムのアーキテクチャー 
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OSU : Optical Subscriber Unit
ONU : Optical Network Unit
WDM : Wavelength Division Multi/Demultiplexer

・電話、FAXなどの信号
→ 波長1.3 µmの光を用いて双方向通信

・映像信号
→ 波長1.55 µmの光を用いて加入者へ伝送

図 1-5.  FTTHシステムの伝送方式 
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NTT局 光ファイバ

光ファイバ

分波器
（パッシブ回路）

家庭



第 1章 序論 
 

 - 8 -

を光ファイバとするパッシブダブルスター（Passive Double Star : PDS）方式 

 

光ファイバ通信のもつ能力を最大限に生かすために FTTHシステムとしては、最終的には PDS

方式が用いられた。さらに、信号伝送方式としては、図 1-5 に示すように電話、FAX などのデジ

タル信号の送受信や映像信号などのアナログ信号の送信が必要不可欠であることから、2 つの波

長帯信号の光を用いて送受信の信号のやり取りを行う波長多重伝送方式が採用された。映像信号

の送信に関しては、多数の加入者に映像信号を分配するために光カップラが必要となるが、この

システムではこの光カップラでの分岐損を補償するために光ファイバ増幅器を用いるためにレー

ザの波長帯としては 1.55 µm帯が必要不可欠であること、さらに 1.55 µm帯の場合、伝送路であ

る光ファイバの波長分散の影響のため、長距離・高速伝送には単一モード特性を持つレーザが必

要であることから、共振器内の回折格子を形成した 1.55 µm帯単一モードレーザが用いられた。

一方、電話系レーザの場合、波長分散が無い（ゼロ分散）1.3 µm帯を用いることにより回折格子

の無いファブリ・ペロー型 1.3 µm半導体レーザが適用された。 

 

 

1.3 FTTH用半導体レーザの課題 

 本節では、前節で述べた FTTH システム用半導体レーザに関する課題を述べ、音声、データ伝

送用レーザと映像伝送用レーザに必要となるレーザ性能に関して説明を行う。 

 

1.3.1 音声、データ伝送用 1.3 µm帯 FPレーザの課題 

FTTH システムに対応する各家庭に必要となる光モジュールとしては、半導体レーザと受光素

子からなる光信号の受光・発光機能と、波長多重された光信号を分岐する機能が必要となってく

る。これらの機能を光モジュール内に集積化するためには、1.半導体レーザ、受光素子と光ファ

イバとの結合方式、2.信号方式もしくは信号波長の分岐方式、3.光ファイバ線路との接続方式を如

何にして低コストで構成するかが重要な課題となる。図 1-6(a)には、PDS 方式における光送受信

器の構成を示している。各家庭に設置される光送受信デバイスを表しているが、図 1-6(a)のよう

に電話局から家庭、各家庭から電話局への両方の信号伝送に対して 1.3 µmの波長を用いる方式と

なっている。また、同一波長双方向の光送受信機能を実現する手段としては、ハイブリッド光集

積による光送受信デバイス（図 1-6(b)）やすべての光学素子を InP基板上に集積したモノリシック

集積型（図 1-6(c)）が報告されている。以上の光集積デバイスにおいて重要となるのが、半導体
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レーザ、受光素子と光ファイバとの光結合技術である。従来のバタフライ型光モジュールなどで

は、半導体レーザを発光させて光軸調整を行うアクティブアライメント方式が主流であるが、

FTTH 用光モジュールには直接発光させずに光軸調整を行う無調整実装技術（パッシブアライメ

ント実装）が導入されようとしている。光モジュールの形態としては、図 1-7 に示すようにシリ

コンなどの基板上にレーザ、受光素子、光ファイバなどの光学部品を画像処理技術による位置決

め固定することにより、部品点数の削減や光軸調整などの時間短縮による光モジュールの低コス

ト化を図るものである[36,37]。さらに、パッシブアライメント実装を行うためには、レーザと光

ファイバを直接結合させる必要があるが、従来の半導体レーザのスポットサイズが光ファイバの

コアに比べて約 1/10と小さいため（レーザ : 1 µm、光ファイバ: 10 µm）、レーザの光ファイバと

の結合損失が大きく、必要となるモジュール出力が得られない問題があった。そこで、光ファイ

バとの結合特性を改善するために、レーザのスポットサイズを光ファイバのスポットサイズに近

づける（もしくは一致させる）必要があった。 

 

図 1-6  パッシブダブルスター(PDS)方式の光送受信器の構成 

(b) ハイブリッド型 (c) モノリシック型

光ファイバ
光分岐 LD

PD

(a) 基本構成

LD
LD

PD

PD

(b) ハイブリッド型 (c) モノリシック型

光ファイバ
光分岐 LD

PD

(a) 基本構成

LD
LD

PD

PD
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1.3.2 映像伝送用 1.55 µm帯 DFBレーザの課題 

映像伝送システムとしては、CATV に代表されるような周波数多重化（Frequency Division 

Multiplexing : FDM）された多チャンネルの映像信号（AM映像信号やデジタル映像信号）を直接

強度変調することにより光信号に変換し伝送する方式の開発が進められてきた。しかし、この方

式では、50 dB前後の高い雑音特性（Carrier to Noise Ratio : CNR）が要求されるため[38]、受光ダ

イナミックレンジが小さく、光分岐数や伝送距離に制限を受けるといった問題があった。また、

光加入者伝送路での光コネクタなどからの反射戻り光による映像品質の劣化が大きいという課題

も有していた。そこで、FTTH システムにより多チャンネルの映像配信サービスを行うために、

図 1-7  光モジュールの構成 [36, 37] 

(b) ファイバ埋込み型光モジュールの構成

(a) 波長多重を用いたハイブリッド集積光モジュール

(b) ファイバ埋込み型光モジュールの構成

(a) 波長多重を用いたハイブリッド集積光モジュール
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図 1-8 に示す“一括 FM 変換型光伝送方式”が提案された[39,40]。この方式は、周波数分割多重

された多チャンネルの映像信号を一括して FM変調信号に変換して光伝送するものである。FM変

調による広帯域利得のため、雑音特性の改善と反射戻り光に対する耐力を向上している。図 1-8

に示すように、AＭ/FM 変調器では、多チャンネル AM 信号により狭スペクトル線幅特性を有す

る DFBレーザ（FMレーザ）を変調することにより、光周波数変調信号を出力する。この光信号

を局発光源(Local レーザ)と合波後、フォトダイオードに入力して光へテロダイン検波により、2

つのレーザのビート信号として広帯域 FM 変調信号を生成する構成となっている。一括 FM 変換

型光伝送方式において低雑音特性を実現するためには、AM/FM変換器と光伝送系の雑音特性の改

善が重要となるが、半導体デバイスの観点からは AM/FM 変換器の低雑音化が必要となる。特に

AM信号を FM信号に変換する時の光へテロダイン系における雑音の主要因は、FMレーザと局発

レーザの発振波長の揺らぎによって生じる位相雑音である。この位相雑音は、レーザの発振スペ

クトル線幅として表現されるため、雑音特性の低減にはスペクトル線幅の低減が必要不可欠とな

る。特に、一括 FM変換型光伝送方式における DFBレーザ（FMレーザ、局発レーザ）としては、

図 1-8.  映像伝送システム（一括 FM変換型光伝送方式） 

•システムの特長
1. 多チャンネルTV信号をFM信号に変換して光伝送
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2. 光ヘテロダイン技術によるFM変換
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100 kHz以下の発振スペクトル線幅、発振波長の揺らぎに換算して 7.5×10-5 nm以下の非常に安定

性に優れた光源が必要であった[41]。 

 

 

1.4 本研究の目的と構成 

 本研究は、FTTH システムに用いられる音声、データ伝送用レーザと映像伝送用レーザなど

FTTH 用半導体レーザの高性能化の実現を目的としてデバイス設計、プロセス開発を行った結果

をまとめたものである。 

本論文の構成は下記の通りである。本論文は、第１章の序論を含め、6 章からなっている。図

1-9に本論文の構成と各章のつながりを図示化している。 

第 2 章では、通信用半導体レーザの高性能化に関する議論を行う前に、まず、光通信用半導体

レーザの基本的なデバイス構造と作製プロセスに関して説明を行う。さらに、半導体レーザの性

能を決定する上で活性層構造が非常に重要であることから、ベースとなる量子井戸活性層の構造

に関してこれまでの技術的内容を説明する。 

 第 3 章では、FTTH 用半導体レーザとして必要不可欠となる光ファイバとの直接結合を可能と

するために、新規提案したテーパー状の活性層を導入したテーパー活性ストライプ型半導体レー

ザに関して研究成果を報告する。レーザ特性を決定する活性層構造依存性、テーパー角度依存性

のデバイス検証を行い、狭放射角特性かつ高光出力特性を両立するデバイス構造の設計指針を明

確にする。さらに、この設計手法を用いて 1.3 µm帯半導体レーザへのデバイス適用を行い、12度

の狭放射角特性（従来の 1/3）を有するとともに 85度での高温における世界最高光出力を確認し

た。 

第 4 章では、映像伝送用レーザとして必要不可欠となるスペクトル線幅の狭窄化に向け、DFB

レーザにおける低結合係数化の必要性の議論を行う。さらに、低結合係数化実現に向け、従来の

回折格子形成技術に関するプロセスおよびデバイス性能上の課題を明確にし、安定した低結合係

数化を可能とする新規埋め込み回折格子技術に関するプロセス手法、デバイス設計に関する研究

成果を述べる。また、この技術を用いてレーザデバイスを作製し、従来の 1/100以下である 63 kHz

の最小スペクトル線幅を実現した。 

第 5章では、DFBレーザの狭スペクトル線幅化の応用技術として、外部変調システムに用いら

れる DFBレーザの高出力化に関する研究成果に関して述べる。高光出力時における単一モード性

を向上させるために、50 cm-1以下の低い結合係数を均一性、制御性よく実現する必要性があるこ
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とを述べ、埋め込み回折格子構造が上記解決手段の一つであることを示す。さらに、この技術を

用いてレーザデバイスを作製し、1.55 µm帯（1.3 µm帯）において、それぞれ光出力 180 mW（230 

mW）までの単一モード特性を確認し、1.55 µm帯、1.3 µm帯ともに世界最高光出力を実現した。 

第 6章では、本研究の総括をおこない、通信用光デバイスの将来展望について述べる。 

 

図 1-9. 本論分の構成 
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第 2章 

通信用半導体レーザの基本構造 

 

 

2.1 はじめに 

  本研究のテーマである通信用半導体レーザの高性能化に関する議論を行う前に、まず、光通

信用半導体レーザの基本的なデバイス構造と作製プロセスに関して説明を行う。さらに、半導体

レーザの性能を決定する上で活性層構造が非常に重要であることから、ベースとなる量子井戸活

性層の構造に関してこれまでの技術的内容を説明する。 

 

 

2.2 光通信用半導体レーザ 

半導体発光素子は、pn接合に注入された電子と正孔の再結合により発光し、その発光波長はバ

ンドギャップエネルギーによって決定される。このため、目的の波長で発光させるためには対応

するバンドギャップエネルギーの半導体材料を用いる必要がある。光通信の伝送媒体である光フ

ァイバの伝送損失においてもっとも低い波長帯は 1.1 µm∼1.6 µmであることから、材料系として

は In1-xGaxAsyP1-y/InP 系が用いられる。この 4 元混晶系では組成比を変化させることにより、InP

基板に格子定数を一致させた状態でバンドギャップエネルギーを変化させることが可能で、1.2 

µm∼1.67 µmをカバーする広い範囲の波長で発光させることができる。特に、InP基板に格子整合

させるためには、組成 xと yにおいて下記の関係が必要である。 

 

x..
x.y
020180

420
+

=         (2.1) 
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さらに、In1-xGaxAsyP1-yのバンドギャップエネルギーは式(2.2)で表わすことができる。 

 

222222 26801590580011101010758009116720351 yx.xy.yx.xy.y.x.y.x..Eg +−−+++−+=

          (2.2) 

 

 半導体レーザとしては、光の増幅作用を持つ活性層に光とキャリアを効率よく閉じ込めて高効

率な電子－光子相互作用による誘導放出を実現するため、通常二重ヘテロ(Double Heterostructure : 

DH)構造が用いられる[1]。DHウエハは半導体結晶基板上にバンドギャップエネルギーの異なる結

晶層を順次成長させて作製し、活性層は、より広いバンドギャップエネルギーを持つ n 型および

p型の InPクラッド層にサンドイッチ状に挟まれた構造となっている。 

光通信用半導体レーザの場合、活性層を含む DH 構造を半導体基板上に平坦に形成した後、活

性層部を必要な幅のみを残してエッチングし、そのエッチング部に広いバンドギャップエネルギ

ーを持つ結晶層で埋め込んだ埋め込み（Buried Heterostructure : BH）構造が用いられている[2∼4]。

この構造は、横モード安定性に優れ、さらに活性層以外に流れる漏れ電流を極力抑えることが可

能となる特長を有する。半導体の屈折率は、同じ混晶系の中では主にバンドギャップエネルギー

で決まり、バンドギャップエネルギーが狭いものほど屈折率が大きい。したがって、BH構造を有

する DH 型半導体レーザでは、活性層の屈折率が上下のクラッド層の屈折率より大きい導波路構

造となっており、光も活性層に閉じ込められて効率的に増幅作用を受け、さらに活性層の厚さは

通常 1 µm以下であり、単一モードの導波路構造となっている。 

 

 

2.3 レーザの作製プロセス 

図 2-1は本研究で用いた多重量子井戸構造の構造図、図 2-2は BH構造を有するファブリペロ型

半導体レーザの基本プロセスを示している。以下にそれらの工程を説明する。 
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1. MOVPE法による InGaAsP/InP DH構造の結晶成長 (図 2-1) 

  1.1 n型(001)InP基板を 600 °Cで 15分間熱処理を行った後、組成波長 1.15 µm、膜厚 150 nm

の n型の InGaAsPからなる光導波路層を形成する。 

  1.2 アンドープ InGaAsP障壁層（膜厚 10 nm）と圧縮歪量 0.7 %のアンドープ InGaAsP井戸

層（膜厚 6 nm）からなる 5∼10層の多重量子井戸活性層を成長する。   

1.3 組成波長 1.15 µm、膜厚 30 nmの p型の InGaAsP光導波路層を形成する。 

  1.4 膜厚 400 nm の p型 InPクラッド層、組成波長 1.3 µm、膜厚 100 nmの p型 InGaAsPキ

ャップ層を成長する。 

  

2. 活性層メサ形成 (図 2-2(a) ∼ (b)) 

2.1 p型 InGaAsPキャップ層の表面に膜厚 150 nmの SiN膜を形成し、リソグラフィ工程に

図 2-1. DH構造の断面図(a)と活性層付近のバンドダイアグラム(b) 

(a) (b)

p-InGaAsPキャップ層 (λg=1.3 µm)

p-InP クラッド層
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多重量子井戸活性層 (井戸層 6 nm/障壁層 10 nm)

障壁層厚 10 nm

井戸層厚 6 nm
井戸層数
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よるレジストパターンの形成とドライエッチにより、4µm幅のストライプ状の SiN膜を形成する。 

2.2  p型 InGaAsPキャップ層、p型 InPクラッド層、p型 InGaAsP光導波路層、量子井戸活

性層、n型 InGaAsP光導波路層、n型 InP基板まで酢酸系エッチング液(HCl:CH3COOH:H2O2)で連

続的にエッチングして、p型 InGaAsPキャップ層の幅を 1.2 µmとする。その後、活性層ストライ

プの高さが 2.5 µmとなるように、塩酸系エッチング溶液(HCl:H3PO4)で InP基板の追加エッチング

を行う。 

 

3. 液相成長法による埋め込み成長 (図 2-2(c)) 

液相成長(Liquid Phase Epitaxy : LPE)法により p型 InP電流ブロック層、n型 InP電流ブロック層

を成長する。その後、バッファードフッ酸によるウェットエッチングにより SiN 膜を除去後、再

び LPE法により、p型 InP埋め込み層、組成波長 1.3 µmの p型 InGaAsPコンタクト層を成長する。

なお、MOVPE法によって成長させた p型 InGaAsPキャップ層は、LPE法による p型 InP埋め込

み層成長時にメルトバックにより消失する。 

 

4. 電極形成(図 2-2(d) ∼ (f)) 

4.1 全面にプラズマ CVD によって膜厚 300 nmの SiO2絶縁膜を堆積し、コンタクト露光と

ウェットエッチングにより活性層上部のSiO2膜をストライプ状に除去する(ストライプ幅は 10∼20 

µm)。引き続き、ウエハ表面全体に Pt(膜厚：10 nm)/Ti(膜厚：50 nm)/Pt(膜厚:50 nm)からなるノン

アロイ電極を蒸着し、リフトオフプロセスによって SiO2 膜を選択的に除去した領域のみ Pt/Ti/Pt

電極を残し、その他の領域は除去する。その後、基板表面側に Ti(膜厚：50 nm)/Au(膜厚：100 nm)

電極を蒸着する。 

4.2 裏面研磨により InP 基板を削る(厚み:350 µm→120 µm)。引き続き、基板裏面側に

Au/Sn/Au/CrPtAu電極を蒸着し、N2雰囲気中において 420 °C、15分間の熱処理(アニール)を行う。 
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図 2-2. 通信用半導体レーザの作製プロセス 
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2.4 1.3 µm帯多重量子井戸構造 

2.4.1 多重量子井戸活性層 

1.3 µm 帯の発光を得る量子井戸構造としては、通常、井戸層、障壁層の両方に InGaAsPの 4

元混晶を用いている。デバイス試作に用いた多重量子井戸構造の伝導帯側のバンドダイアグラム

を図 2-1に示しているが、障壁層は無歪みの組成波長 1.15 µmの InGaAsPを用いて膜厚は 10 nm

とし、井戸層は 0 ∼1.0 %の圧縮歪を有する InGaAsPとし、膜厚は 6 nmとした。井戸層の膜厚を

6nm に設定したのは、量子井戸構造におけるしきい値キャリア密度の井戸層厚依存性の検証に関

する報告があり、歪量 1.0%の単一量子井戸構造において、井戸層厚が 6 nm付近で最小のしきい

値キャリア密度が得られることが設計、実験の両面から示されている[5]。したがって本研究にお

いても井戸層厚 6 nmの適用を行った。ある井戸層の厚さでしきい値電流密度が最小になる物理的

意味は次のように考えることができる。井戸層厚が薄い領域では、光閉じ込めが小さくなるため

に光閉じ込め係数と材料利得の積で表されるモード利得が小さくなり、レーザ発振に必要な大き

な利得が要求され、しきい値電流密度が増加する。一方、厚すぎる井戸層厚では、量子サイズ効

果が弱くなり、伝導帯および価電子帯中のサブバンドのエネルギー間隔が連続的になってしまう

ために状態密度が大きくなり、レーザ発振するためのしきい値電流が増大すると考えられる。 

 

2.4.2 特性評価 

本節では、量子井戸構造の障壁層の組成波長や井戸層数を決定するに至った技術的経緯を実験

結果に基づいて説明する。なお、本節で述べる実験結果は、本研究を進めるに先立ち実施した共

同研究による研究成果に基づいている[6,7]。 

 

(a) 光学特性評価 

 半導体レーザの性能を決める上において、電子と正孔が再結合し、光子が生成する井戸層の設

計は非常に重要な要素の一つである。まず、井戸層の歪量と井戸層数との関係についてフォトル

ミネセンス測定を用いた光学評価によって実験的検証を行った。 
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図 2-3(a)には、室温と 77 Kにおけるフォトルミネセンス半値全幅の歪量依存性の実験結果を示

している。井戸層数はすべて 7のサンプルについて測定を行ったものであり、活性層構造は図 2-1

に示した通りである。0∼1.0 %の圧縮歪を有するサンプルにおいて、PLピーク波長が室温時に 1.30 

µmから 1.31 µmになるように混晶組成を調整している。歪量を 0 %から 1.0 %に増加させると室

温では PL半値全幅が 38 meVから 24 meVに減少し、一方、77Kでは約 10 meVとほぼ一定の値

となっていることが明らかとなった。室温における歪量導入にともなう半値全幅の減少は、価電

子帯の有効質量が減少することにより状態密度が減少し、バンドギャップエネルギー付近での電

図 2-3. フォトルミネセンス測定結果[6] 

PL半値全幅の歪量依存性(a)と井戸層数依存性(b) 
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子と正孔の再結合が増えるためであると考えられる[8]。一方、77Kにおいて半値全幅が減少しな

かった理由としては、各井戸層の膜厚が原子レベルで正確に同一でなく、若干のばらつきが生じ

ているために 10 meV以下の半値全幅が実現できなかったと考えられる。 

次に井戸層数に関する測定結果を図 2-3(b)に示すが、歪量 1.0%で、井戸層数を 5、7、10 の 3

タイプに関するフォトルミネセンスの半値全幅の測定結果である。ここには、併せて室温におけ

るピークエネルギーと 77K におけるピークエネルギーの差∆E についてもプロットしている。半

値全幅については、井戸層数 10 のサンプルにおいて室温、77K の両方で急激な増大が観測され、

室温と 77Kにおけるピークエネルギーの差である∆Eに関してもほぼ 0 meVとバンドギャップエ

ネルギーが温度依存性を持たない異常な特性が観測された。一方、井戸層数 5、7のサンプルにお

いては、歪量 0.6 %のサンプルと同等の半値全幅で特にフォトルミネッセンス特性の異常は見られ

なかった。さらに、歪量が 0.6 %、0.8 %で井戸層数が 10のサンプルでは半値全幅の増大および∆E

の減少は観測されなかった。 

以上の内容は、結晶性の良好な歪量子井戸構造を実現するためには井戸層数と井戸層に導入す

る歪量が関係することを示した実験結果であり、特に、井戸層数を 10とした場合、導入可能な歪

量は 1.0 %未満であることがわかった。 

 

 (b) レーザデバイス評価 

通信用レーザのデバイス性能を決定しているパラメータの中で、注入されたキャリアに対する

光学利得の変化の割合を表わす微分利得が活性層の持つ本来の性能を決定している。微分利得を

向上させることは、低しきい値、高光出力動作を実現させるだけでなく、レーザの高速変調や雑

音特性の改善にも有効な手段の一つである。 

そこで、本節では量子井戸構造の障壁層組成波長に関して、レーザの緩和振動周波数測定から

微分利得の評価を行い、高い微分利得が実現可能な障壁層組成波長に関する実験的検証を行った

ので説明を行う。実際の緩和振動周波数の評価に関しては、相対強度雑音の周波数依存性を測定

し、緩和振動周波数と相対強度雑音の関係式からフィッティングを行った。半導体レーザの相対
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雑音強度(Relative Intensity Noise : RIN)は、次の式で表される[9]。 
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ここで、fは測定周波数、frは緩和振動周波数、τnはキャリア寿命、τpフォトン寿命、γはダンピ

ング定数、Pinは単位当たりにレーザ光に結合する自然放出光成分である。 

図 2.4 はレーザの相対強度雑音の評価系を示している。直流電流が注入されたレーザから出射

されたレーザ光を集光用レンズ、光アイソレータを通して光ファイバに集光させ、そのレーザ光

を光スペクトルアナライザに挿引させることにより、相対雑音強度の周波数依存性を測定する。 

さらにレーザの駆動電流を変化させて測定を行い、緩和振動周波数(fr)の注入電流依存性を求めた。 

 図 2-5に障壁層の組成波長が 1.16 µm、1.05 µm、0.99 µmの圧縮歪 0.7 %を有する歪MQWレ

ーザに関して注入電流量を変化させて緩和振動周波数を測定した結果を示している。井戸層数は

10である。障壁層の組成波長に関して、1.16 µm、1.05 µm、0.99 µmの 3タイプを検討したのは、

クラッド層である InPの組成波長が 0.92 µmであることから、効率のよい電子の閉じ込めと光の

閉じ込めを考慮して短波長側に関しては 1 µm前後が限界であったこと、逆に長波長側に関しては、

図 2-4. 相対強度雑音の測定系[6] 

半導体
レーザ 光ファイバ

光アイソ
レータ

レンズ
DC

光スペクトラルアナライザ

半導体
レーザ 光ファイバ

光アイソ
レータ

レンズ
DC

光スペクトラルアナライザ
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井戸層と障壁層間の効率的な電子の閉じ込めを考慮して 1.16 µmに設定した。 

図 2-5 から、各構造の素子とも電流の増加に伴ってほぼリニアに緩和振動周波数が増加してい

ることがわかる。ここで、緩和振動周波数と注入電流との関係は、式(2.4)で表わされる。 

 

)(
2
1

thbir II
dN
dg

qV
f −⋅⋅⋅⋅=

Γη
π

     (2.4) 

 

なお、ηi、Γ、q、V、dg/dN、Ib、Ithは、内部量子効率、井戸層内の光閉じ込め係数、電荷素量、

井戸層の体積、微分利得、注入電流、しきい値電流を表わしている。今回の検討では障壁層の組

図 2-5. 緩和振動周波数特性 (■ : λg=1.16 µm、● : λg=1.05 µm、▲ : λg=0.99 µm)[6] 
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成波長のみを変化させていることから、式(2.4)で示した各値の中で、ηi、Γ、dg/dN、Ith が障壁層

組成波長の変化に伴って変化するパラメータとなる。 
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i
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1
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ここで、注入電流の変化に対する緩和振動周波数の増加の割合であり、式(2.5)で表わすことが

できる規格化緩和振動周波数(∆fi)を考えてみると、組成波長が 1.16 µm、1.05 µm、0.99 µmにおい

図 2-6. 微分利得の障壁層組成波長依存性 (λg=1.16 µm、1.05 µm、0.99 µm)[6] 

(○ : 無歪MQW、▲ : 歪MQW(圧縮歪 0.7 %)) 
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てそれぞれ 1.54 GHz/√mA、1.84 GHz/√mA、1.40 GHz/√mAとなり、λg=1.05 µmにおいて最も大き

な規格化緩和振動周波数が実現されている。したがって、微分利得の項を含んでいる規格化緩和

振動周波数の向上には、今回の検討では、組成波長 1.05 µmが最適であることがわかった。 

図 2-6 には規格化緩和振動周波数と各レーザ素子における内部量子効率から算出した微分利得

の障壁層組成波長依存性の評価結果を示している。また、内部量子効率に関しては、共振器長が

300 µm ∼1200 µmのファブリペロ型レーザを試作し、その外部微分量子効率(ηd)を測定し、式(2.6)

を用いて内部量子効率を求めた。 

 

]
)1ln(
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1[11
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id
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ηη

+⋅=       (2.6) 

 

ここで、αi、ηi、Rf、Rrはそれぞれ、内部損失、内部量子効率、前端面の反射率、後端面の反射

率である。 

図 2-6から無歪MQWのレーザ素子においては 3∼4×10-12 m3/s程度と特に大きな依存性は見られ

ていないが、歪MQW構造の場合、短波長であるλg=1.05 µmとλg=0.99 µmにおいて、微分利得が

増加し、特にλg=1.05 µmの素子において、6.1×10-12 m3/s、無歪の 1.5倍の最も大きな微分利得が得

られることがわかった。一方、λg=0.99 µm では歪量増大による微分利得の増加が見られるが、

λg=1.05 µmの場合と比較すると減少している。 

ここで障壁層の組成波長を変化させた場合のキャリアの動きに関して考えてみる。障壁層の組

成波長の変化は伝導帯と価電子帯における井戸層と障壁層間のバンドギャップ差(∆Ec および∆Ev)

が変化することを意味している。図 2-7 には、障壁層の組成波長を変化させた場合の伝導帯側の

電子、価電子帯側の正孔の動きを簡単に説明したものである。λg=0.99 µmの場合は、∆Ev =240 meV

と大きいために井戸層への正孔の入り方が変化し、注入された正孔の不均一注入が生じることが

考えられる。一方、障壁層の組成波長を長波長にした場合(λg=1.16 µm)、∆Ec =78 meVと小さいた

め、井戸層を超えて光導波路層やクラッド層へオーバーフローしやすくなる電子が増加すると考
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えられる。以上の結果から、λg=0.99 µmおよびλg=1.16 µmのサンプルにおいては、微分利得の低

下が生じ、λg=1.05 µmが高い微分利得を実現する上においては最適となると考えることができる。 

一方、図 2-8には障壁層の組成波長が 1.05 µmのレーザ素子について、井戸層数を変化させた場

合の微分利得を調べた結果を示している。井戸層数を 5、7、10としている。井戸層数が 7および

10のサンプルに関しては、歪導入による微分利得の増大を確認することができる。しかしながら、

井戸層数を 5 に減少させたサンプルに関しては、歪導入による効果がほとんど見られていないこ

とがわかった。 

 以上の評価結果より、1.3 µm帯レーザにおいて、井戸層数 10、障壁層の組成波長を 1.05 µmと

した場合、高い微分利得を得ることが可能であることを確認することができた。 

 

 

2.5 1.55 µm帯多重量子井戸構造[7] 

1.55 µm帯に関しても、2.4節の 1.3µm帯を基本にして量子井戸構造の条件検討を実施した。 

1.3µm帯と同様に障壁層は無歪の InGaAsPを用いて膜厚は 10 nm、井戸層の膜厚は 6 nmとし、井

図 2-7. 障壁層の組成波長を変化させた場合のキャリアの動き 
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障壁層 井戸層

∆Ec

∆Ev

障壁層の組成波長 大小
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戸層の歪量(圧縮歪量：0∼1.0 %)、井戸層数(井戸層数：5∼10)、InGaAsP障壁層の組成波長(組成波

長：1.05∼1.32 µm)を評価パラメータとしてしきい値電流、光出力、内部損失、緩和振動周波数、

微分利得などのレーザ諸特性を測定し、最適な量子井戸構造を決定した[7]。最後に、1.3µm 帯お

よび 1.55 µm帯通信用レーザの量子井戸活性層に関するまとめを表 2-1に示す。 

図 2-8. 微分利得の井戸層数依存性[5] 

(○ : 無歪MQW、▲ : 歪MQW(圧縮歪 0.7 %)) 
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表 2-1.  通信用レーザの量子井戸活性層に関するまとめ[6,7] 

0.8 %
(井戸層数10の場合)

0.8 %
(井戸層数10の場合)

光導波路層

組成波長

光導波路層厚

(n側/p側)

障壁層組成波長

障壁層厚

井戸層厚

井戸層数

歪量

具体的項目

10 nm10 nm障壁層

6 nm6 nm

10以下10以下

1.0 %
(井戸層数7以下の場合)

1.0 %
(井戸層数7以下の場合)

井戸層

150nm/30nm150nm/30nm光導波路層

1.15 µm1.05 µm

1.05 µm1.05 µm

1.55 µm帯1.3 µm帯パラメータ

0.8 %
(井戸層数10の場合)

0.8 %
(井戸層数10の場合)

光導波路層

組成波長

光導波路層厚

(n側/p側)

障壁層組成波長

障壁層厚

井戸層厚

井戸層数

歪量

具体的項目

10 nm10 nm障壁層

6 nm6 nm

10以下10以下

1.0 %
(井戸層数7以下の場合)

1.0 %
(井戸層数7以下の場合)

井戸層

150nm/30nm150nm/30nm光導波路層

1.15 µm1.05 µm

1.05 µm1.05 µm

1.55 µm帯1.3 µm帯パラメータ
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第 3章 

テーパ活性ストライプによる半導体レーザの狭放射角化 

 

 

3.1. はじめに 

光ファイバネットワークのアクセス系への普及のためには、光デバイス、特に受光/発光デバイ

スの低コスト化が重要となる。しかしながら、図 3-1(a)に示すように、受光/発光デバイスを構成

している半導体レーザと光ファイバとの結合に関しては、これまでは光学レンズを用い、さらに±1 

µm以下の高い精度の光軸調整を必要としていたために製造コストの増大を招いていた。低コスト

化の実現には半導体レーザと光ファイバとの直接結合が有効である。しかし、従来の半導体レー

ザのスポットサイズが 1～2 µmであるのに対して、光ファイバのスポットサイズが 8～10 µmで

あり、半導体レーザと光ファイバとの間に大きなモード不整合が存在する。したがって高結合効

率化の実現には、半導体レーザと光ファイバ両者のスポットサイズを整合させることが必要とな

る。そこでスポットサイズを拡大する、すなわち狭いビーム放射角特性を実現することを目的と

した半導体レーザの開発が活発化し、特にレーザ発光領域とビーム変換部となるテーパ状の導波

路領域とを集積化する構造が報告されている[1∼ 9]。しかしながら、この構造では、集積構造導入

による損失の増大で生じる光出力特性の劣化やプロセス工程数の増加、あるいは半導体素子の長

共振器化による歩留りの低下といった問題が懸念され、アクセス系レーザとして必要不可欠とな

るコストの低減にはさらに単純な構造が望ましいと考えられる。 

本章では、付加的なビーム変換領域を必要とせず、通常の光通信用半導体レーザと同一のプロ

セスで作製可能となる、水平テーパ状の活性ストライプを有する半導体レーザを新たに提案し、

1.3 µm帯歪MQW構造においてデバイス試作を行い、受光/発光デバイス用光源としての適用可能

性を実験的に明らかにする。さらに、アクセス系への適用を考慮した場合、温度無調整動作が必

要不可欠となる。そこで、テーパ活性ストライプを有する半導体レーザの高温度動作での低しき
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い値、かつ狭放射角特性を実現するためのデバイス設計指針を明確にするとともに、作製したレ

ーザ素子の高温度におけるデバイス評価より性能検証を行ったので報告する。 

 

 

3.2 狭ビーム放射角特性の必要性 

半導体レーザと光ファイバとの結合のように、異なる光導波路間の結合はそれぞれの光導波路

の光電界分布が同じ形状であれば結合の度合いは増加することになる。逆に言えば、半導体レー

ザ、光ファイバの両方の光導波路の光電界分布が異なると、両者の良好な結合は原理的には実現

できない。つまり、結合の度合いを表す結合効率は、両導波路のモード整合の状態に依存する。

また、結合劣化の度合いは、両者の光電界分布の大きさ、つまりスポットサイズの大きさで決定

する。 

図 3-1(c)に示すように光の電界分布を F(x,y)、G(x,y)とすると、2つの光導波路を突き合わせた時

の結合効率は次式で表わすことができる[10]。 

図 3-1. 半導体レーザと光ファイバとの結合状態を示す断面図 
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ただし、G(x,y)*は、G(x,y)の複素共役である。 

半導体レーザと光ファイバとの集光レンズを用いない直接結合特性に関する結合効率の算出を

行う。半導体レーザと光ファイバにおいて x 方向および y 方向での光の電界分布を式(3.2)で表さ

れるガウス分布で近似した場合、ガウス関数の無限積分の公式(3.3)を用い、結合効率（η）は式(3.4)

のように表すことができる[10,11]。 
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ここで、ωx とωy は、半導体レーザの水平方向(活性層の幅方向)と垂直方向(活性層の厚み方向)

のスポットサイズ、ωfは単一モード光ファイバのスポットサイズである。 

式(3.4)を用いて計算した半導体レーザと光ファイバとの直接結合特性を図 3-2 に示している。

光ファイバに関しては、アクセス系ネットワークに用いられるシングルモードファイバを想定し、

スポットサイズ径は 10 µmと一定とし、半導体レーザのスポットサイズのみを変化させた場合の
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直接結合特性である。現状の均一ストライプレーザの場合、スポットサイズ径が 1 µmであるため、

結合効率としては 5 %程度である。図 3-2に示してあるようにレーザのスポットサイズ径の増加と

ともに結合効率は上昇し、レーザのスポットサイズ径が 10 µmとなった場合、両者の光電界分布

は完全に一致し（モードマッチング）、結合効率は 100 %となる。特に、アクセスネットワーク用

光源としては、20 %以上の光ファイバとの結合効率が要望されていることを考慮すれば、レーザ

図 3-2. 結合効率のレーザのスポットサイズ径依存性 

（光ファイバのスポットサイズ径 : 10 µm） 
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のスポットサイズ径としては、少なくとも 2 µm以上が必要となることがわかる。 

 

 

3.3 狭放射角半導体レーザの従来例と問題点 

スポットサイズを拡大する、すなわち狭いビーム放射角特性を実現することを目的とした半導

体レーザの開発においては、図 3-3 に示すようにレーザ発光領域とビーム変換部となるテーパ状

の導波路領域とを集積化する構造が一般的に報告されている[1∼9]。一般的なレーザのスポットサ

イズはすでに述べたように 1 µm程度である。レーザの出射端面でのスポットサイズを光ファイバ

のスポットサイズと同等の 10 µmに大きくするには、活性層厚や活性層幅を 10 µmと極端に厚く

して光をその厚み分や幅分いっぱいに広げる方法と、逆に活性層厚を薄くするか活性層幅を細く

する、または、活性層コアとクラッドの屈折率差を極力小さくするかして、光をクラッド領域部

分に大きく染み出させる方法とがある。前者は光の分布と活性層との重なりが大きいので発振に

図 3-3. スポットサイズ変換導波路構造 

• スポットサイズ変換導波路集積化構造
(NTT、富士通、NEC、日立など)
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θ > 20° θ ~ 10°

• スポットサイズ変換導波路集積化構造
(NTT、富士通、NEC、日立など)
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必要なしきい値電流密度は低くなるが、活性領域の体積が大きくなるのでしきい値電流の絶対値

は大きくなる。さらに、基本モードのみならず高次モードが存在しうるためモードの不安定性を

生じてしまう。一方、光の分布を活性領域の外のクラッド領域へ大きく染み出させる後者の方法

は、光の分布と利得の分布の重なりが小さくなるために、発振しきい値電流密度が大きくなり、

しかもしきい値電流の絶対値も大きくなってしまう。このように、レーザの活性層の厚さや幅を

均一に大きくしたり小さくしたりする方法では、どちらの方法でも、発振に必要な電流値は大き

くなってしまう。これらの欠点を除いて、レーザの特性を劣化させることなく、出射端面での光

ビームの大きさを光ファイバや導波路の光ビームの大きさに整合させる働きをするのが、スポッ

トサイズ変換器（Spot Size Converter : SSC）である。図 3-4(a)∼(d)には、これまでに報告されてい

図 3-4. スポットサイズ変換集積レーザの他社構造 

(a) 狭ストライプ選択MOVPE法によるSSC-LD（NEC）

(c) 突合せ結合によるSSC-LD （NTT） (d) Si遮蔽マスクによるSSC-LD（日立）

(b) 選択MOVPE法によるSSC-LD（富士通）
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るスポットサイズ変換導波路を有する半導体レーザの構造を示している。図 3-4(a)は、選択

MOVPEを用いた垂直テーパ型スポットサイズ変換器を集積したレーザである。さらに、図 3-4(b)

は、活性領域と同じ構成の MQW層を選択 MOVPE法で減少させ、活性層ストライプは結晶成長

後、エッチングで狭くして、半絶縁性の InP で埋め込んだ埋め込み導波路としている。図 3-4(c)

は、SSCとして活性層とは独立の発光波長に対して透明波長帯となる光導波路層のテーパをMQW

活性層と突き合わせで結合しており、膜面内のモード制御は埋め込み導波路構造となっている。

また、図 3-4(d)は、Si 遮蔽マスクを置いた MOVPE 成長法でテーパをつけ、導波路構造は活性層

の上にリッジを載せた埋め込みリッジ構造である。 

上記に述べたいずれの構造でも、SSC 領域の構造最適化により、SSC を集積していない従来の

デバイスと同等のレーザ特性でかつ 10度前後のビーム放射角特性が実現されている。 

 しかしながら、これらのスポットサイズ変換器を有する構造では、集積構造導入による損失の

増大で生じる光出力特性の劣化やプロセス工程数の増加、あるいは半導体素子の長共振器化によ

る歩留りの低下といった問題が懸念され、アクセス系レーザとして必要不可欠となるコストの低

減にはさらに単純な構造が望ましいと考えられる。 

 

 

3.4 本デバイスのコンセプト 

 上記に述べた問題点を解決するために、本研究では、レーザ発振が起こるアクティブ領域で

ある活性層領域自体にテーパ導波路構造を有するテーパ活性層型半導体レーザを新規に提案する。   

図 3-5(a)は従来のレーザ構造、図 3-5(b)には、水平状のテーパ活性ストライプを有する新規デバ

イス構造の概略図を示している。図 3-5(a)のように従来のレーザ構造では、活性層が共振器全体

にわたって均一となっており、活性層幅も 1 µm程度である。その結果、スポットサイズ径は 1 µm

程度に絞られた形となり、そのためビーム放射角は 30度と非常にビームが広がることになる。一

方、テーパ活性ストライプ構造の場合、通常の均一ストライプ型と比較して、前端面のストライ

プ幅を狭くすることにより活性層への光閉じ込めを減少させ、電界分布を広げてスポットサイズ

を拡大させる。逆に後端面の幅を広くすることにより光閉じ込めおよび利得を補償し、レーザ特
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性を劣化させない構造としている。 

次に、半導体レーザのビーム放射角に関する詳細な議論を行うが、その前にスポットサイズと

ビーム放射角との関係について近視野像と遠視野像との関係から簡単に説明を行う。図 3-6 は半

導体レーザから出射される光ビームの近視野像と遠視野像の関係を示したものである。一般に半

導体レーザの光出射端面における光の強度分布を近視野像(ニアフィールドパターン)、端面から十

分離れた点で測定した放射パターンを遠視野像(ファーフィールドパターン)と呼んでいる。近視野

像において光強度が最大値の 1/e2となる時の光強度の広がりをスポットサイズ（e:自然対数）、遠

視野像においてピーク強度の 1/2 の点の全角度をビーム放射角とそれぞれ定義している。遠視野

像パターンは、近視野における電界分布のフーリエ変換から求めることが可能となる。 

図 3-5. 均一ストライプレーザ(a)とテーパ活性ストライプを有する狭放射角レーザ(b) 

前端面：
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テーパ活性層を有するレーザ構造において効果的に導波モードのスポットサイズを広げるため

には、出射端面における活性層ストライプ幅と周囲クラッド領域との屈折率差∆nが重要なパラメ

ータとなる。図 3-7(b)はストライプ幅依存性を 3通りの ∆nを仮定して有限要素法により計算した

結果である。ここで、図 3-7(a)に示す活性層ストライプの厚さは 0.2 µm、0.3 µm、0.4 µmの 3通

りとした。周囲のクラッド層を InPと仮定し、屈折率 ncは 1.3 µm帯の光に対する 3.20としてい

る。なお、図 3-7(b)の計算には、CROSSLIGHT社の半導体光デバイスシミュレーター(PICS3D)を

用いた。第 2章で説明した従来のレーザ構造では ∆n =0.2以上であるが、それ以下の ∆n =0.15の

場合、活性層の厚みが 0.2 ∼0.4 µmのいずれにおいても活性層幅を 1 µm以下としても垂直方向、

水平方向ともにスポットサイズ径は 1∼2 µmとほとんど変化しないことがわかる。一方、∆n が 0.1

以下の場合には、活性層幅を細くする、もしくは活性層厚みを薄くするにつれて垂直方向、水平

方向のスポットサイズ径は広くなる。スポットサイズ径 3.0 µm以上を得るためには、∆n =0.05の

場合、活性層ストライプ厚み 0.3 µm以上で活性層ストライプ幅 1.0 µm以下が必要である。また、

∆n =0.1の場合は、活性層ストライプ厚み 0.3 µm以上で活性層ストライプ幅 0.6 µm以下が必要で

あることがわかる。 

図 3-6. 近視野像と遠視野像 
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（屈折率 : na）
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図 3-7. 埋め込み導波路構造の概略図(a)と 

ストライプ幅とスポットサイズの関係(b) (実線:水平方向、点線:垂直方向) 
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 図 3-8 は活性層ストライプ幅に対する水平方向、垂直方向の放射角を光強度分布からフーリエ

変換を行って計算を実施した結果を表している。ここでパラメータは ∆nであり、∆n =0.15、0.10、

0.05の 3通りに対して計算を行った。∆nが 0.15の場合では活性層幅を狭くしても放射角は 15度

程度であるが、∆nが 0.10の場合では、活性層幅を 1 µm以下まで狭くすることによって、ビーム

放射角は 10度まで狭くなることがわかる。  

以上のことから、光導波領域とその周囲領域の屈折率差を 0.10として、出射端面における活性

層のストライプ幅を 1 µm未満とした場合、非常に狭い放射角特性が実現可能であることが明らか

となった。しかしながら、∆nを小さくすることは、光の染み出しを大きくなることによって活性

層内への光閉じ込めが小さくなることを意味しており、狭放射角特性の実現と光閉じ込めを増加

図 3-8. ビーム放射角とストライプ幅との関係 
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させることはトレードオフの関係にある。光閉じ込めの低下によるしきい値電流の増加を補償す

るためには、レーザ後端面の活性層ストライプ幅の設定が重要となる。この点に関しては、次節

で述べる。 

さらに、図 3-9(a)∼(c)には、屈折率差に関する量子井戸構造依存性の検討結果を示している。図

3-9(a)は計算に用いた活性層構造の伝導帯付近のバンドダイアグラムである。井戸層厚(dw)、障壁

層厚(db)をそれぞれ 6 nm、10 nmとし、上下の光導波路層の膜厚をそれぞれ 90 nm、合計の光導波

路層厚としては 180 nmとした。発振波長は 1.3 µmである。図 3-9(b)には、量子井戸数(Nw)を変化

させた場合の活性層とクラッド層間の屈折率差(∆n)を障壁層の組成波長(λb)をパラメータとして

計算した結果を示している。なお、活性層の実効屈折率(na)は、Nw、dw、db、dwg を用いて式(3.5)

図 3-9. バンド構造図(a)と屈折率差の量子井戸数依存性(計算結果) (b)、 

微分利得と障壁層組成波長との関係(実験結果)(c) 
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のように表すことができる。 
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ここで、nwは InGaAsP井戸層の屈折率、nbは InGaAsP障壁層の屈折率である。 

図 3-9(b)の結果は、量子井戸数の減少、あるいは障壁層の組成波長の短波長化によって活性層

内の屈折率が減少し、結果的に InP クラッド層との屈折率差が小さくなり活性層からクラッド層

への光の染み出しが大きくなっていくことを意味している。1.05 µm組成波長の障壁層を導入した

場合、井戸層を 5ペアとすることにより 0.11の屈折率差を実現することが可能であることを示し

ている。図 3-9(c)には微分利得と障壁層の組成波長の関係に関する評価結果を示している。井戸

層に歪を導入していない無歪 MQWと井戸層に 0.7 %の圧縮歪を適用した歪 MQW構造に関する

評価結果である。図 3-9(c)の結果より、障壁層の組成波長が 1.05 µmにおいて、微分利得が最大に

なる傾向であり、特に歪MQW構造において顕著であると言える。 

以上に述べた結果から、低しきい値、高光出力などのレーザ特性を維持し、狭いビーム放射角

特性を実現するためには、障壁層の組成波長として比較的屈折率の小さい 1.05 µm組成が必要で

あることがわかった。  

 

 

3.5 作製した素子のデバイス構造  

次に本研究で作製した素子に関して説明を行う。図 3-10には作製したレーザの構造概念図を示

してある。活性層は、5ペアの 0.7 %の圧縮歪を有する InGaAsP井戸層（厚さ 6 nm）、InGaAsP障

壁層（厚さ 10 nm）とし、n側、p側の光導波路層にはモード変換を効果的に行うことを目的とし

て、前節で示したように屈折率の比較的低い 1.05 µm組成の InGaAsP層を用いた。また、共振器

長（L）は 300 µm∼ 400 µmとしている。 

活性層ストライプに関しては、前端面および後端面から 25 µmの領域を一定のストライプ領域
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とし、それ以外の領域では、後端面から前端面にかけてストライプ幅が直線状に狭くなるテーパ

ストライプとした(詳細は図 3-11を参照)。ストライプ幅に関しては、前端面の幅(WF)を 0.6 µ m一

定とし、後端面の幅(WR)は 1.6 µm、2.1 µm、2.6 µmとして検討を行った。 

図 3-11にはウエハ面内における活性層ストライプの形状に関して示している。図 3-11(a)は通常

の均一ストライプの場合であり、ウエハ面内において同じ幅の活性層ストライプを同じ間隔で形

成している。一方、図 3-11(b)に示すようなテーパ活性ストライプの場合では、プロセスの安定性

の観点から下記に述べる 2点に関してプロセス改善を行っている。 

1. テーパ形状において、後端面同士、もしくは前端面同士を抱き合わせる構成とした。 

2. レーザ素子への分離（バーへき開）時において端面におけるストライプ幅を一定にするため

に、前端面と後端面のそれぞれにおいて 50 µmの一定幅の領域を設けた。 

図 3-11(b)に示したテーパストライプの形状とすることによって、本研究のレーザ素子は、図 3-10

に示すように前端面および後端面から 25 µmの一定幅で、それ以外の領域では、後端面から前端

面にかけてストライプ幅が直線状に狭くなるテーパストライプとなる。 

図 3-10. レーザ構造図とバンド構造図 
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3.6 レーザ特性結果 

 図 3-12(a)、(b)に L=300 µm、両端面へき開の素子のWR＝1.6 µmにおける電流－光出力特性、水

平、垂直方向の代表的な遠視野像（Far Field Pattern : FFP）をそれぞれ示す。FFP特性に関しては、

25 °Cにおける光出力 5 mW時の測定結果を表している。FFPの放射角は、水平方向、垂直方向で

それぞれ 12.7度、13.4度であり、水平、垂直いずれにおいてもサイドピークが見られない単峰性

に優れた狭放射角特性が観測された。スポットサイズとしては、水平方向(垂直方向)において 2.4 

µm(2.2 µm)である。また、しきい値電流（Ith）、スロープ効率(Sd)としては、12.9 mA、0.43 mW/mA

が得られ、従来の均一ストライプと同等の値が実現できた。図 3-12の結果から、テーパ状のスト

ライプ導入による導波路損失に伴うしきい値電流の増大や効率の低下は特に見られていないと考

図 3-11. 活性層ストライプ構造 

(均一ストライプ(a)とテーパ活性ストライプ(b)) 
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えられる。 

 次に、L=300 µm、両端面へき開、WR＝1.6 µmの素子の 25 °C、 連続動作での Ith、水平方向に

おける放射角のテーパ角度依存性を図 3-13(a)、(b)に示している。図 3-13 より、後端面のストラ

イプ幅(WR)の増加によって活性層体積は増加しているにもかかわらず、Ithは 2 mA 程度低下する

傾向にある。しかしながら、水平方向の放射角は、4 度増加する傾向が見られた。この結果は、

12 度の狭放射角特性を得るためには、Ithが増加しない程度に WRを減少させることが重要である

ことを示している。 

さらに、図 3-14には、後端面のストライプ幅（WR）が 1.6 µmと 2.6 µ mの素子に関する水平方 

向の遠視野像特性の測定結果を示している。25 °C、光出力 5 mW時の評価結果である。WR =1.6 µm 

の素子においては、単峰性に優れた遠視野像であるが、WR =2.6 µm の場合、主モードの横にサイ 

 

図 3-12. 作製したレーザの電流-光出力特性 (a)と遠視野像特性(b) 
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図 3-13. しきい値電流 (a)と水平方向の放射角(b)の後端面のストライプ幅依存性 

図 3-14. 遠視野像特性（WR＝1.6 µm、WR＝2.6 µm） 
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ドローブが観測されている。これは横モードのカットオフ幅が 2.1 µmであることから、基本モー 

ドのみならず高次モードが観測されていることによると考えられる。 

図 3-13(b)で示した後端面のストライプ幅の増大によって放射角が増加する現象に関して、異な

る共振器長の素子においても図 3-13(b)と同様の評価を行った。図 3-15には、共振器長が 300 µm

と 400 µmの素子におけるテーパ形状に対するビーム放射角特性の評価結果を示している。縦軸は

水平方向の放射角、横軸は図 3-15 の左図で定義されているテーパの角度を表している。図 3-15

よりテーパ角度の増加に従い放射角が増加する傾向があり、共振器長に関係なくテーパ角度自体

に依存していることがわかった。したがって、狭いビーム放射角特性を実現するにはテーパ角度

を小さくすることが重要であることを実験的に確認した。 

最後に、WR =1.6 µmの素子における電流光出力特性の温度依存性を図 3-16に示す。後端面には

高反射コート(反射率 : 85 %)を施しており、共振器長は 400 µmである。25 °C (85 °C)におけるし

きい値電流（Ith）、スロープ効率(Sd)として Ith = 6.9 mA (33.8 mA), Sd = 0.62 mW/mA (0.34 mW/mA) が

得られ、アクセス系光源として必要となる 85 °Cでのレーザ動作を確認した。 

図 3-15. 水平方向の放射角のテーパ角度依存性 
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以上に述べた実験結果から、新規に提案したテーパ活性ストライプを有する半導体レーザが、

狭放射角化に対して有効に機能することを明らかにした。 

 

 

3.7 高温度特性改善に関する検討 

アクセス系光ファイバネットワーク用光源として使用するには温度無調整動作が必要不可欠と

なるため、高温度時の低しきい値、高光出力動作が非常に重要となる。しかしながら、前節の検

討では、85 °Cにおいて 34 mA程度のしきい値電流であり、高温におけるしきい値電流の上昇が

観測され、温度無調整動作を考慮した場合、高温高出力動作でのレーザ特性のさらなる改善が必

要である。特に光通信用レーザとして一般的に用いられる InGaAsP 系は、AlGaAs 系と比較して

伝導帯側のバンドオフセット(∆Ec)が小さい[12]、オージェー過程による非発光再結合と価電子帯

図 3-16. 電流-光出力特性の温度依存性 
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間吸収が多い[13,14]などの理由からしきい値電流の増加が問題となる。表 3-1 は、通信用レーザ

に関してこれまで行われてきた低しきい値化に向けた設計指針を示したものである。大きく分け

て以下に述べる 3点が挙げられる。 

 1. 反射損失や内部損失などの損失項の低減 → 反射損失の低減には長共振器化や高端面

反射化、内部損失の低減には結晶成長技術の高度化により材料自体の持つキャリアによる吸収損

失を低減する必要がある。 

 2. 量子井戸構造の導入 → しきい値キャリア密度の低減や微分利得の増大のため、井戸

層への歪の適用や量子井戸層の最適化が有効となる。 

 3. 新規材料の導入 → 前でも説明したが InGaAsP系の場合、伝導帯の∆Ecが小さいためキ

ャリアのオーバーフローによる高温特性の劣化が顕著である。InGaAsPの組成波長により∆Ecを変

化させることが可能だが、より大きな∆Ecを得るためには、InGaAsP以外の新規材料の導入が必要

である。 

上記の 3 点により特に高温度時の低しきい値化の実現に関する報告がなされているが[15∼17]、

表 3-1. 通信用レーザの低しきい値化に対する設計指針 

期待できる

効果

具体的内容パラメータ手法
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これは主に低しきい値化に着目した設計指針であり、本研究のようにビーム放射角などの光学特

性を考慮したレーザの低しきい値化においては、表 3-1 に示したアプローチ以外の新たな設計手

法が必要となる。しきい値キャリア密度の低減には、電子の閉じ込めと光子の閉じ込めの両方を

考慮する必要がある。2.4でも述べたが、電子を井戸層内に効率よく閉じ込めるには、井戸層と障

壁層間の伝導帯側のバンドオフセットを大きくする必要があり、障壁層の組成波長の短波長化が

有効な手段となる。また、障壁層の組成波長は光強度分布にも大きく影響を及ぼし、狭いビーム

放射角特性を実現するためには、障壁層の組成波長の短波長化が有効であることを 3.3で述べた。

一方、光子の閉じ込めについては、井戸層と障壁層間の伝導帯側のバンドオフセットの他に井戸

層数や導波路層厚などの他の構造パラメータが関係してくる。 

本節では、しきい値キャリア密度の低減に向け、活性層の井戸層のみならず導波路層までを考

慮した活性層構造の検討をテーパ活性ストライプ型半導体レーザにおいて行い、高温におけるレ

ーザ特性改善に関して新たな手法を明らかにしたので以下に説明を行う。 

まず、高温におけるしきい値電流、光出力特性の改善に向けたアプローチについて説明する。

図 3-17は活性層と光導波路層からなる導波路領域における伝導帯側のバンドダイアグラムと光強

度分布を表したものである。図 3-17 (a)の着色部分は活性層における井戸層内の光閉じ込め、図

3-17 (b)の着色領域は活性層と光導波路層を合わせた導波路領域における光閉じ込めを示してい

図 3-17. 高温における特性改善のアプローチ 
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る。 

しきい値電流は、材料利得と光閉じ込め係数の積であるモード利得によって決定されるため、

井戸層内の光閉じ込めに強く依存する。高温におけるしきい値電流の改善には、井戸層数の増大

に伴う光閉じ込めの増加が有効となる。井戸層内の光閉じ込めの増大によってモード利得が増加

し、しきい値電流密度が低減され、その結果、井戸層内からの注入キャリアのオーバーフローが

抑制され、高光出力化にも有効となる。  

一方、放射角は活性層と光導波層、さらにはクラッド層の全体を含めた電界分布が直接関与す

るため、活性層と光導波路層を合わせた導波路領域全体における光閉じ込めを考慮する必要があ

る。一つの有効な手段として、光導波路層厚の低減が考えられ、この光導波路層厚の低減によっ

図 3-18. テーパストライプの鳥瞰図(a)と検討に用いたデバイス構造一覧(b) 
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て、導波路領域の光閉じ込めを低減できることから、電界分布を広げることが可能となり、スポ

ットサイズが拡大されることになる。 

以上のことから、高温における低しきい値、かつ狭放射角特性を実現するためには、井戸層数

を増大させることによって井戸層内の光閉じ込め係数を増加させる一方、光導波路層厚に関して

は薄膜化し、導波路領域の光閉じ込め係数を低減するといった構造設計が有効になると考えられ

る。そこで、今回は以上述べた観点から活性層構造の検討を実施した。 

図 3-18(a)はテーパ活性ストライプの鳥瞰図を示している。活性層ストライプは後端面から前端

面にかけて直線上に狭くなるテーパストライプ状としている。前端面のストライプ幅は、0.6 µm

一定とし、後端面のストライプ幅に関しては、テーパ角度依存性を検討するために、1.6 µm, 2.1 µm, 

図 3-19. しきい値電流と放射角の光導波路層厚依存性 
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2.6 µmとしている。また、共振器長は 400 µm、前端面は劈開、後端面は高反射コートを施してい

る。さらに図 3-18(b)に示すように今回は 3タイプのレーザについて検討を行った。いずれにおい

ても井戸層数(Nw)および、n側と p側におけるトータルの光導波路層厚(dwg)について示してある。

タイプ Aは、Nw=5、dwg=180 nmで前節にて検証し、狭放射角特性を確認した構造である。一方、

タイプ Bはタイプ Aと比較して Nwは同じであるが、dwgを薄膜化した構造である(Nw=5、dwg: 

180→120 nm)。さらにタイプ Cは、Nwは増大しているが、dwgは薄膜化した構造である (Nw=5→7、

dwg:180→120 nm)。井戸層、障壁層、光導波路層を合わせた活性領域の膜厚は、タイプ A、B、C

においてそれぞれ 250 nm、190 nm、222 nmである。一方、式(3.5)を用いて算出した活性領域の実

効屈折率は、3.31、3.32、3.33であり、タイプ A、B、Cにおいてほぼ同一の値である。 

図 3-20. しきい値電流と放射角の井戸層内光閉じ込め依存性 
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図 3-19にタイプ A、タイプ Bにおけるしきい値電流(Ith)、および放射角(水平方向)の全体の光導

波路層厚依存性を示す。いずれのサンプルも 65 °C において測定したものである。放射角に関し

ては、dwgの減少による活性層と光導波路層からなる導波路領域の光閉じ込め係数の減少によって、

12度(タイプ A)から 8度(タイプ B)と狭放射角化が実現されている。しかしながら Ithは、20 mA(タ

イプ A)から 32 mA(タイプ B)へと逆に増加する結果となった。この Ithの増大は、タイプ Bにおい

て dwgを薄膜化することによって InPクラッド層へ光の染み出しが大きくなり、井戸層内の光閉じ

込めも低減したことに起因していると考えられる。 

さらに図 3-20にタイプ A、タイプ Cにおけるしきい値電流と放射角の井戸層内の光閉じ込め依

図 3-21. しきい値電流と放射角の後端面のストライプ幅依存性 

(△、○ : タイプ A、▲、● : タイプ C) 
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存性を示す。タイプ C は前述したように前節で検討した構造であるタイプ A と比較して、Nwは

増加、dwgは減少させた構造である。Ithについては、Nwの増大によるΓwの増加によって 20 mAか

ら 10 mAと低しきい値特性が実現できた。一方、放射角はタイプ Cと同程度の 12度が得られた。

Γwの増加にもかかわらず狭放射角特性が得られたのは、井戸層数の増大と光導波路層厚の薄膜化

によって導波路領域の光閉じ込めを同程度にし、タイプ Aと同等の光強度分布とすることが可能

となったためと考えられる。 

図 3-21にタイプ Cの素子の 85 °Cにおけるしきい値電流、放射角(水平方向)の後端面のストラ

イプ幅依存性を示す。IthはWR=1.6 µmでは 18 mAであるが、WR=2.6 µmでは 20 mAとWRの増加

図 3-22. 電流－光出力特性の温度依存性 

(実線 : タイプ C、点線 : タイプ A(従来)) 
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にともなって 2 mA 程度上昇する傾向にある。これは活性層体積の増加によるしきい値電流の上

昇に起因するものであると考えられる。一方、放射角は、WR=1.6 µmでは 12度程度の放射角であ

るのに対し、WRの増大とともに 3 度程度増加する結果となった。この放射角の増大は、図 3-12

で説明したように WR の増大つまりテーパ角度の増大によって、主モードの横にサイドローブが

発生していることに起因していると考えられる。 

以上の結果から、狭放射角化にはしきい値電流が増加しない程度にテーパ角度を減少させるこ

とが有効であり、今回の検討では 1.6 µmの後端面のストライプ幅が最適値であることがわかった。 

図 3-22に 25 °C 、85 °C において測定したタイプ Aとタイプ Cの電流-光出力特性の温度依存

性を示す。25 °Cでタイプ Aとタイプ Cを比較すると、Ith、スロープ効率ともに同程度の特性が

得られている。しかしながら 85 °Cではタイプ Cにおいて大幅な特性改善が見られ、しきい値電

流 17.6 mA、スロープ効率 0.44 mW/mAとタイプ Aに比べて低しきい値、高スロープ効率が実現

できた。これは、5 層から 7 層と井戸層数を増大させることによって 1 層あたりのしきい値キャ

リア密度を低減することが可能となり、高温度(85 °C)におけるしきい値電流の低減とスロープ効

率の増加が実現できたと考えられる。また、光出力 5 mW、10 mW時のバイアス電流としてはそ

れぞれ 28 mA、40 mAであり、これまで報告されている狭放射角特性を有するレーザと比較して

低しきい値、高効率特性を実現した。これは、本構造がビーム変換導波路を集積していないため

に導波路部分での付加的な損失が無いことによると考えられる。 

図 3-23にタイプCにおける遠視野像の光出力(P0)依存性を示す。これは 25 °Cにおいて、P0=5 mW

から 20 mWまで測定したものである。光出力の変化に対しても水平、垂直方向ともにモードの安

定性が確認されており、水平、垂直方向ともに 12～14度の放射角特性が実現されていることがわ

かる。 

さらに ATCフリー動作を考慮した場合、環境温度の変化に対して安定した光ファイバとの結合

特性が必要であるため、広温度範囲における安定した遠視野像特性の実現が必要となる。図 3-24

に-40 °Cから 85 °Cまで測定した遠視野像特性の温度依存性を示す。低温から高温の広い範囲に

わたって水平、垂直方向ともに安定した遠視野像が得られていることがわかる。また、水平、垂

直方向において 11～12度、13～14度のほぼ一定した放射角特性が実現できた。
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図 3-23. 遠視野像の光出力依存性 

図 3-24. 遠視野像の温度依存性 
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3.8 直接結合特性 

次に本研究で作製したテーパ活性ストライプ型レーザの単一モード光ファイバとの直接結合特

性に関して説明する。 

図 3-25には、軸ずれに対する結合特性のシミュレーション結果を示している。これはレーザの

水平方向のずれ量に対する結合特性である。半導体レーザのビーム形状をガウスビームで近似し

(スポットサイズ : 3 µ m)、コア径 10 µ mの単一モードファイバとの結合特性について式(3.3)を用

いて計算した結果であり、レーザとファイバ間の距離は 0 µmとした。横軸はレーザとファイバと

図 3-25. 直接結合の水平方向のずれ量依存性(計算結果) 
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のずれ量、縦軸は水平方向のずれ量がゼロの時を 100 %とし、位置ずれが生じた場合の結合効率

をデシベル(dB)で表示したものである。結合効率が 1/2となる 3 dBダウン許容量としては 6.0 µ m

であることがわかる。実際に測定した単一モードファイバとの直接結合特性の結果を図 3-26に示

している。横軸は図 3-25と同様にレーザとファイバとのずれ量であるが、縦軸は光ファイバとの

結合後の光出力をレーザの端面から出射される光出力で割ってデシベル表示したものである。放

射角が 30 度程度である従来の均一ストライプ型レーザでは、-9 dBつまり 12 %の最大結合効率で

あるのに対し、テーパストライプを有する本構造のレーザでは、最大-4.7 dBつまり 33 %の高い結

合効率が得られ、-3 dB ダウンのトレランス量としても±3.0 µmが実現できた。図 3-25でのシミ

ュレーション結果での-3 dBダウンのトレランス量 6.0 µ mに対して、実験結果は 3.0 µmと差異が

見られているが、これはレーザが埋め込み構造のためビーム形状は正確にはガウス分布ではない

図 3-26. 直接結合のずれ量依存性(実験結果) 

(●:水平方向、○:垂直方向) 
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こと、レーザとファイバにおいて角度ずれが起きているなど複数の要因が起因していると考えら

れる。 

次に z軸方向、つまりレーザとファイバとの距離に関する結合特性のシミュレーション結果を

図 3-27、図 3-28に示している。z軸方向に光軸ずれが生じた場合のレーザとファイバの結合特性

は式(3.6)のように表すことができる[10]。 
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ここで、z1はレーザとファイバとの距離、λは入射した光の波長、ωxとωyは半導体レーザの水

平方向と垂直方向のスポットサイズ、ωfは単一モード光ファイバのスポットサイズである。 

図 3-27は、半導体レーザのスポットサイズを 2 µ m、3 µ m、4 µ mとした場合のシミュレーシ

ョン結果であり、横軸はレーザの出射端面とファイバとの距離、縦軸は結合効率を表している。

レーザとファイバ間の距離が 0 µ mの時、レーザのスポットサイズが異なる場合、結合特性にお

いては大きな差異が見られている。図 3-2で説明したようにレーザのスポットサイズが、光ファ

イバのスポットサイズの 10 µmに近づくにつれ、結合効率が向上している。一方、レーザとファ

イバ間距離に対する結合効率に関しては、50 µmまで距離を変化させてもほとんど変化が見られ

ていない。 

図 3-28は、レーザの出射端面とファイバとの距離 zにおける結合効率(ηz)をレーザとファイバ

との距離がゼロの時の結合効率(η0)で規格化した規格化結合効率(ηz/η0)を表している。レーザと光

ファイバとの距離を 50 µ mとしてもレーザのスポットサイズの大きさに関わらず、4 ％程度の結

合効率の劣化であることがわかった。図 3-29には本研究のレーザ素子が搭載された表面実装型光

モジュールの概観図とレーザ素子の走査型電子顕微鏡(SEM)像を示している。アライメント認識

を用いた実装技術によってレーザと光ファイバとの距離を15±5 µ mの精度で実装可能であるため、

レーザとファイバ間の位置ずれに対する結合効率の低下は非常に小さいことがわかる。 
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図 3-28. 直接結合特性のレーザと光ファイバ間距離依存性 2(計算結果) 

図 3-27. 直接結合特性のレーザと光ファイバ間距離依存性 1(計算結果) 
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 3.9 均一ストライプ型レーザとの比較 

 3.9.1 電流－光出力特性 

狭放射角特性を目的としたスポットサイズ変換レーザにおいては、付加的な導波路が形成され

ているために共振器内部において反射が発生し、複合共振器モードやリップル等などのスペクト

ル特性の劣化が報告されている[19]。そこで、新規に提案したテーパ活性ストライプレーザにおい

てテーパ形状導入によるしきい値電流や光出力、さらにはスペクトル特性に影響を及ぼすことが

懸念される。そこで、レーザ特性やスペクトル特性などについて、均一ストライプ型レーザとの

比較を実施したので説明を行う。 

図 3-30 は、テーパストライプ型と均一ストライプ型における電流-光出力特性と遠視野像特性

を示している。テーパ活性ストライプ型については、前端面および後端面のストライプ幅をそれ

ぞれ、0.6 µm、1.6 µm、共振器長 400 µm、井戸層数 7としている。一方、均一ストライプ型に関

しては活性層体積を一定とするために、ストライプ幅を 1.1 µm一定、共振器長を 400 µmとした。 

図 3-30よりテーパストライプ型（均一ストライプ型）における水平方向の放射角が 12度（20 

図 3-29. 表面実装型光モジュールの概観図とレーザチップの SEM像 
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度）であり、テーパストライプの導入によって、60 %に低減されていることがわかる。一方、電

流－光出力特性に関しては、テーパストライプ、均一ストライプ型ともに 85 °Cにおいて、18 mA、

0.45 mW/mAと同程度のしきい値電流、スロープ効率が得られた。 

以上の結果から、本構造におけるテーパ活性ストライプの導入は、しきい値電流、スロープ効

率などのレーザ特性を劣化させることなく、狭放射角特性を実現可能であることを確認したと言

える。 

 

3.9.2 スペクトル特性 

 次に、テーパ活性ストライプ型レーザのスペクトル特性を図 3-31に示す。これは 25 °C、バイ

アス電流 50mAにおける測定結果である。比較のために、図 3-31には均一ストライプ型に関して

も同一駆動条件でのスペクトル特性を示している。いずれの素子も発振スペクトルが 1330 nm付

近にあり、モード跳びなどの見られないスペクトル特性が得られている。この結果から、今回検
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図 3-30. 電流-光出力特性（テーパ活性ストライプと均一ストライプ） 
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とが明らかとなった。また、スポットサイズ変換導波路を集積化した構造に見られるような複合

共振器モードやリップル等は観測されないことがわかった[19,20]。これは、今回検討したテーパ

活性ストライプ型がスポットサイズ変換用の導波路を集積化せずに、共振器全体にわたるテーパ

構造を導入したことによるものと考えられる。 

 

3.10 長期信頼性結果 

作製したテーパ活性ストライプ型狭放射角レーザをアクセスネットワークシステムに適用する
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図 3-31. 発振スペクトル特性（テーパ活性ストライプと均一ストライプ） 
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いずれの素子においても、劣化なく 2000時間以上の信頼性が実現できている。また、駆動電流が

初期値の 1.5倍となった時点を寿命とした場合、25 °Cにおいて 106時間以上の推定平均寿命（Mean 

Time To Failure : MTTF）を確認できた。 

以上から、通常の均一ストライプ型と同等の信頼性結果が実現でき、光通信用のデバイスとし

て十分に高い長期信頼性を保証できることを実証した。 

 

 

図 3-32. 長期信頼性試験 
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3.11 第 3章のまとめ 

本章では、光ファイバネットワークのアクセス系への適用を目的として、付加的なビーム変換

領域を必要とせず、通常の光通信用半導体レーザと同一のプロセスで作製可能となる水平テーパ

状の活性ストライプを有する半導体レーザを新たに提案した。1.3 µm帯半導体レーザに適用し、

活性層構造について検討を行い、以下の結果を得た。 

 

1. 活性層領域自体にテーパ導波路構造を有するテーパ活性層型レーザにおいて、光ファイバ

との直接結合特性の向上に向けたにテーパ形状の検討を行い、ビーム放射角12度（従来の1/3）

を得るとともに、85 °Cでのレーザ動作を確認した。 

2. 高温における低しきい値、高効率化には、しきい値キャリア密度の低減のため、井戸層内

の光閉じ込めを増大させることが必要不可欠であるが、同時に狭放射角化を実現するには、活性

層と光導波路層からなる導波路領域内の光閉じ込めの低減が有効であることを明らかにした。 

3. 以上の結果をもとに作製したレーザにおいて、17.6 mA、0.44 mW/mAのしきい値電流、ス

ロープ効率 (@85 °C)が得られ、高温における低しきい値、高効率特性を実現した。 

4. シングルモードファイバとの直接結合特性から、最大-4.7 dBの高い結合効率、さらに-3 dB 

ダウンのトレランス量としても、±3.0 µmを実現した。 

5. 光通信用レーザとして必要となる長期信頼性試験を行い、106時間以上の推定平均寿命

（Mean Time To Failure : MTTF）が得られ、光通信用のデバイスとして十分に高い長期信頼性を

確認した。 

 

 以上の結果から、今回提案した水平テーパ活性ストライプを有するレーザが、受光/発光デバイ

ス用の光源として適用可能であることを確認した。 
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第 4章 

埋め込み回折格子による分布帰還型半導体レーザの 

狭スペクトル線幅化 

 

 

4.1 はじめに 

第 1 章で述べたように FTTH の映像伝送システムとして検討されている図 4-1 に示す一括 FM

変換伝送システムでは、光加入者伝送路での光コネクタなどからの反射戻り光による映像品質の

劣化を抑制できるとともに雑音特性の改善も可能となるが、低雑音伝送を実現するために光源で

ある DFBレーザのスペクトル特性制御が重要となる。本章では、DFBレーザの狭スペクトル線幅

特性を実現するために、スペクトル線幅の低減に必要なデバイス要因を明らかにするとともに、

図 4-1. 一括 FM変換システムの構成 
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スペクトル線幅の狭窄化に向けた新規回折構造の提案とデバイス構造検討を行った。その結果、

井戸層数、共振器長の最適化により、100 kHz以下のスペクトル線幅、発振波長の揺らぎに換算し

て 7.5×10-5 nm以下の非常に安定性に優れたスペクトル特性を実現し、一括 FM変換伝送システム

で必要となる性能を確認することに成功したのでその内容に関する研究成果を述べる。 

 

 

4.2 DFBレーザの必要性 

半導体レーザのスペクトル線幅に関する議論を行う前に、光ファイバ通信における DFBレーザ

の必要性に関して説明を行う。半導体レーザが発振している状態では、発信器の中で光が往復し

て反射鏡の間に光の定在波ができている。半導体材料の屈折率を n とすると、半導体中の光の波

長の半分は、λ/2nとなり、この整数倍が共振器長 Lに等しい。つまり、 

図 4-2.  光ファイバ伝送における DFBレーザの必要性 

DFBレーザ

電気信号

光信号

波長

波長

多波長発振

単一波長発振

光ﾌｧｲﾊﾞ内の伝送速度が波長ご
とに異なるため、波形歪発生

光ﾌｧｲﾊﾞ

低雑音・低歪

端面での
光の反射

回折格子による
特定波長光の反射

(a) 通常のレーザ（FPﾚｰｻﾞ）の場合

(b) DFBレーザの場合

FPレーザ

DFBレーザ

電気信号

光信号

波長波長

波長

多波長発振

単一波長発振

光ﾌｧｲﾊﾞ内の伝送速度が波長ご
とに異なるため、波形歪発生

光ﾌｧｲﾊﾞ

低雑音・低歪

端面での
光の反射

回折格子による
特定波長光の反射

(a) 通常のレーザ（FPﾚｰｻﾞ）の場合

(b) DFBレーザの場合

FPレーザ



第 4章 埋め込み回折格子による分布帰還型半導体レーザの狭スペクトル線幅化 

 - 73 -

 

Lq
n

=⋅
2
λ

     (4.1) 

   

の関係が成り立つ。この条件を満たす qは、通常 1000以上の非常に大きな値なので、わずかに異

なる多数の波長で共振可能となる。通常のファブリペロ(FP)レーザを用いた場合、図 4-2(a)に示す

ように多数の波長で発振し、隣接する波長差は、式(4.1)で q が 1 だけ異なった波長差を示し、１

nm程度の値である[1]。したがって、FPレーザの光スペクトルは多数の発振波長からなり、20以

上の発振モードが広範囲に広がっている。光ファイバの屈折率が波長により少しずつ異なる（波

長分散がある）ために、半導体レーザの発振スペクトルの広がりによって光信号波形の雑音や歪

みが発生し、図 4-2(a)に示すように映像の乱れが生じてしまう。したがって、信号伝送における

光信号波形の雑音や歪みを改善する、つまり低雑音、低歪特性の実現には、単一波長で発振する

半導体レーザが必要となる。それが、図 4-2(b)に示す活性層の近傍に光の伝搬方向に沿って凹凸

構造を有する回折格子を設け、等価的に屈折率の周期変化を設けた DFBレーザである。DFBレー

ザでは、回折格子の周期変化の波長選択性により単一波長の発振が得られるため、FPレーザで問

題となっていた多波長発振による信号劣化が改善され、低雑音、低歪特性が可能となる。 

 

 

4.3 半導体レーザのスペクトル線幅 

 半導体レーザの狭スペクトル線幅化には、半導体レーザ自身のスペクトル線幅を低減させる方

法と電気的・光学的制御法を用いてレーザのスペクトルを狭くする方法がある。本研究では、小

型軽量といった半導体レーザの特長を生かし、さらに信頼性の高い実用的な手法である半導体レ

ーザ単体の狭スペクトル線幅化に関する研究結果を述べる。 

 半導体レーザに限らず、あらゆるレーザの発振スペクトルは有限の値があり、その半値全幅を

スペクトル線幅と呼んでいる。スペクトル線幅の主要因が機械的、熱的変動による共振器の共振

周波数の変動である場合も多い。しかし、半導体レーザの場合、このような外乱要因を除去した

場合にも、自然放出光による量子雑音に起因するスペクトル線幅が存在する。すなわち、レーザ
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発振モードに混入する自然放出光によってランダムな位相揺らぎが生じ、これが周波数の揺らぎ

を引き起こすのである。この自然放出光揺らぎに起因するスペクトル線幅∆ν0は、次式で表される。 

 

                            
I

R
π

ν∆
40 =       (4.2) 

 

式(4.2)は、いわゆる Showlow-Townesの式であり、Rは自然放出率、Ｉは共振器内の平均フォトン

数を表している。特に半導体レーザの場合には、半導体に特有な効果を式(4.2)に加えなければな

らない。それは、ガスレーザなどには見られない半導体レーザ特有の効果であり、自然放出によ

るキャリア密度の変動が屈折率を変化させ、その結果、発振周波数の揺らぎを引き起こす効果で

ある。この効果を線幅増大係数を用いて取り込むことにより半導体レーザのスペクトル線幅(∆ν0)

は、次式であらわすことができる[2]。 

 

)1(
4

2
0 α

π
ν∆ +=

I
R

     (4.3) 

 

なお、αがスペクトル線幅増大係数であり、注入されたキャリアに対する屈折率変化と利得変化の

比で定義されるものである。一方、自然放出率 Rは式(4.4)で与えられる。 

 

)( inmspgnR ααυ +=     (4.4) 

 

ここで、υgは群速度、nspは自然放出係数、αmはミラー損失、αinは内部損失である。また、平均

フォトン数 Iは、回折格子の無い FPレーザの場合、式(4.5)で与えられる。 

 

mgh
PI

ανυ
02

=      (4.5) 

 

なお、P0は片端面からの光出力、hνは発振モードのフォトンエネルギーを表している。 

次に、共振器の両端面を無反射としたλ/4位相シフト型DFBレーザの場合について考えてみる。

共振器内に波長選択フィルタの役割を果たす回折格子構造を有する DFB レーザの特性解析には、
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マクスウェルの波導方程式に結合波理論を用いた手法が一般的に用いられている[16]。共振器方向

に伝搬する光の電界振幅を前進波と後退波の和と仮定し、回折格子の結合係数、レーザの発振波

長、回折格子の周期から決まるブラッグ波長を用いて回折格子中での光の伝搬定数を求め、さら

に両端面での境界条件を与えることによりレーザの発振条件を得ることができる。屈折率が周期

的に変調されている屈折率結合型 DFBレーザの場合、レーザ発振に必要なしきい値利得は、レー

ザの共振長、回折格子の結合係数、発振波長のブラッグ波長からのずれをパラメータとして決定

される。DFBレーザにおける共振器内部の光の帰還は、両端面の反射がない場合、波長フィルタ

の役割を果たす回折格子によって行われる。したがって式(4.4)、式(4.5)に示した FPレーザにおけ

るミラー損失(αm)は、DFB レーザでは回折格子の結合係数と密接な関係があるしきい値利得(αth)

が相当すると考えることができる。なお、αthは、内部損失を含んでいない導波モードに対するし

きい値利得である。したがって、λ/4 位相シフト回折格子型 DFB レーザにおけるスペクトル線幅

は、式(4.3)∼(4.5)を用いて式(4.6)で表わすことができる。 

 

0

2

0

1
P

))((n inththsp αααα
ν∆

++
∝     (4.6) 

 

 式(4.6)より、スペクトル線幅(∆ν0)は、自然放出係数、内部損失、しきい値利得、さらには半導

体レーザに特有の線幅増大係数に比例して大きくなる。一方、光出力に反比例することがわかる。  

 

 

4.4 半導体レーザの狭スペクトル線幅化 

 前節で述べたように半導体レーザのスペクトル線幅の低減には、回折格子構造の導入や量子井

戸構造の適用が有効な手段であるが、FTTH用映像伝送システムで必要となる 100 kHz以下の狭ス

ペクトル線幅特性を実現するためには、DFB レーザの構造自体を考慮する必要がある。式(4.6)か

ら図 4-3 に示すように、半導体レーザのスペクトル線幅を狭窄化するためには、次に述べる 3 点

が重要である。 

 

・ポイント 1. 

スペクトル線幅に対する光出力の逆数との比（線幅・光出力積）の低減 
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・ポイント 2.  

光出力の増加に伴って生じるスペクトル線幅増大（リブロードニング現象）の抑制 

・ポイント 3.  

光出力が無限大になってもスペクトル線幅が有限の値をとる残留スペクトル線幅の低減 

 

図 4-3(a)に示すようにスペクトル線幅は光出力に反比例する。その傾きは線幅・光出力積と呼

ばれており、式(4.6)においても説明したが、自然放出係数、内部損失、線幅増大係数の低減が必

要不可欠となる。レーザ光が発生する活性領域に関しては、活性層がバルク結晶である場合、DFB

レーザ、および DBRレーザのスペクトル線幅は数 100 MHzとなる。しかし、表 4-1に示すよう

に活性層に多重量子井戸構造を適用することにより、利得スペクトルを狭くすることができるた

め微分利得が増加し、スペクトル線幅を数MHzまで狭窄化することが可能となる。さらに、多重

量子井戸構造の井戸層に歪を適用することで価電子帯のバンド構造を変化させ、微分利得の向上

によりスペクトル線幅の低減が可能となる[4]。 

図 4-3 に示すように光出力の増加に伴いスペクトル線幅は減少するが、高光出力時においてス

ペクトル線幅が再び増加するリブロードニング現象が起きることが知られている。この主要因は

レーザの共振器方向で特定の領域に光が集中するために、その領域でキャリア密度が減少するこ

図 4-3. DFBレーザにおけるスペクトル線幅と光出力の関係(a)と 

スペクトル線幅低減のアプローチ(b) 
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とに起因している。 

図 4-4には周期的な回折格子を有する通常の DFBレーザと共振器中央において回折格子の周期

をλ/4だけ変化させたλ/4位相シフト型 DFBレーザの共振器方向における光強度分布、キャリア密

度分布および屈折率分布を表している。図 4-4(a)の均一回折格子の場合、単一波長発振を実現す

るために両端面の反射率を変化させている。したがって、端面位相の影響によって光強度分布が

変化し、その結果屈折率変化が生じ、安定した単一モード発振が得られにくい問題がある。一方、

図 4-4(b)のλ/4位相シフト型の場合、共振器中央に位相シフト領域を設け、両端面に無反射コート

を施すことによって安定した単一モード特性を実現している。したがって、このλ/4位相シフト型

は安定した単一波長動作を必要とする DFBレーザにおいては広く使われている。共振器の両端で

は光が外部に放出されるが、中央のλ/4位相シフトのある領域では光が集中し、その部分のキャリ

ア数が減少する。そのため、式(4.7)に示すプラズマ効果による屈折率の低下(∆n)が生じ、共振器

方向における屈折率の分布が生じる。 

 

cnm
Nen
0

2

2

2 εω
∆ −=      (4.7) 

 

なお、e は電気素量、N はキャリア密度、ωは光の角周波数、ε0は比誘電率、n は材料のもつ屈

折率、mcは電子の有効質量である。 

その結果、位相シフト量がλ/4シフトから変化して単一モードの安定性が劣化し、マルチモード 

表 4-1. DFBレーザのスペクトル線幅低減に向けたアプローチ 
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図 4-4. 均一回折格子 DFBレーザ(a)とλ/4位相シフト型 DFBレーザ(b)の 

共振器方向における光強度分布、キャリア密度分布、屈折率分布 
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図 4-5. 狭スペクトル線幅化に向けた他社の取り組み例 
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化やモードシフトに伴うモード分配雑音によりリブロードニングが生じる。特に図 4-4(b)に示す

両端面を無反射コーティングするλ/4 位相シフト型 DFB レーザの方が光強度分布の均一性が劣化

するため、リブロードニング現象は顕著となる傾向にある。また、この軸方向ホールバーニング

現象は、リブロードニングだけでなく残留スペクトル線幅の発生にも影響を及ぼしていることも

報告されている[8,9]。したがって軸方向ホールバーニングを抑制することは発振モードの安定性

の観点から重要な課題であり、軸方向ホールバーニングの抑制に向けて様々な手法が提案されて

いる[10∼15]。まず、共振器内に三つの位相シフト領域を設け、位相シフト量と位相シフト領域の

位置を最適化することにより、単一モードの安定性を保ちつつ共振器方向の光強度分布を平坦化

するマルチ位相シフト法の導入[10]や、λ/4位相シフト型 DFBレーザの電極を 3分割し、キャリア

密度の減少する中央領域に、より多くの電流を流すことにより共振器方向のホールバーニングを

抑制する多電極構造の適用である[11]。さらには、図 4-5に示しているが共振器の中央付近の回折

格子の周期をわずかに長くした周期変調構造の導入である[12∼15]。また、量子井戸構造の障壁層

のみに不純物ドーピングを行う変調ドーピング技術により正孔の擬フェルミレベルを増加させ、

線幅増大係数を低減させることによって狭スペクトル線幅化を実現する報告が行われている

[5∼7]。 

以上、表 4-1、図 4-5に示した技術内容を導入することによりスペクトル線幅の低減を実現して

いる。 

 

 

4.5 本研究の方針 

前節で示したように、マルチ位相シフト、周期変調回折格子、多電極構造などの導入により軸

方向ホールバーニングが抑制され、スペクトル線幅の低減は図ることができるが、いずれの構造

においてもプロセス上、デバイス構造上複雑になり、実用を考えた場合もっと簡易な構成でレー

ザの狭スペクトル線幅化を実現することが技術的に重要である。 

DFBレーザの単一波長特性を実現する上で重要なパラメータの一つに挙げられるのが、共振器

内の光帰還の度合いを表す規格化結合係数(κL)である。これは単位長さ当たりの光の結合し合う

度合いを表す結合係数(κ)とレーザの共振器長(L)の積であり、κL が大きいほどしきい値利得が小

さくなるために低しきい値動作が可能になり、単一モードでの発振が得られやすい状況になる。

しかし、κLが大きすぎる場合、軸方向ホールバーニングによる単一モード特性の劣化が顕著にな

り、この軸方向ホールバーニングを抑制するためには、κL としては 3～5 が最適であると報告さ
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れている[15]。κLとして 3～5が最適であるということは、適用する共振器長に応じて結合係数を

適宜調整していくことが必要であることを意味している。デジタル伝送や映像伝送のアナログ伝

送用に用いられている DFBレーザは、動作電流が 100 mA以下といった比較的少ない駆動条件に

おいて低しきい値、高スロープ効率を実現する必要があるために共振器長としては 400 µm程度が

用いられている。したがって、κL=3～5 を実現するためには、κ=80～120 cm-1の結合係数が必要

である。 

一方、本研究の FTTH 用映像システム用光源としては狭スペクトル線幅特性が必要不可欠とな

図 4-6. 回折格子作製方法 

従来の方法(a)と新規の埋め込み回折格子構造(b) 
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る。DFBレーザのしきい値特性を考えた場合、κLを一定とした時、発振波長と回折格子の周期か

ら決まるブラック波長のずれの度合い(∆β)と共振器長(L)と積(∆β⋅L)に対して、しきい値利得(αth)

と共振器長の積(αth⋅L)が決定される[16]。つまり、κL が一定の場合、L を大きくすることはαthを

下げることを意味していることから、スペクトル線幅の低減にはレーザの長共振器化が有効であ

ると言うことができる。 

3～5のκLを実現するために、例えば共振器長を 1000 µmとした場合、デジタル伝送用 DFBレ

ーザの 80～120 cm-1の結合係数では、結果的にκL>8と最適値より大きくなり、高い光出力状態を

得るために長共振器化にしても軸方向ホールバーニングの発生によりスペクトル線幅が増加して

しまう。したがって、4.4で説明したようにマルチ位相シフト、周期変調回折格子、多電極構造な

どの工夫を行ってきた技術的背景がある。 

1000 µm以上の長共振器構造においてもκL=3～5を実現するためには、κ=30～50 cm-1の低い結

合係数を均一性よく、しかも安定に形成できる回折格子作製技術が必要不可欠である。しかしな

がら、図 4-6(a)に示すように InPウエハ上に回折格子を形成した後に活性層を成長させる従来の方

法では、低結合係数を実現するために形状の小さい回折格子は作製可能であるが、結晶成長中に

回折格子がなまってしまい、その結果、ウエハ面内に均一な回折格子構造を安定に形成できない

問題があった。 

そこで、本研究で提案する回折格子構造が、図 4-6(b)に示すようにマストランスポート現象を

利用した埋め込み回折格子(Mass Transport Grating : MTG)構造である。これは、三角形上の周期的

な回折格子を形成した InP ウエハ上に活性層を成長する前の昇温時にアルシン(AsH3)とフォスフ

ィン(PH3)の反応によって三角形状の回折格子の底部に InAsP からなる微小埋め込み体を形成し、

光帰還用回折格子として利用するものである。回折格子が非常に小さいため、低い結合係数を有

する DFBレーザの実現が可能となると考えられる。本研究では、InAsP微小埋め込み体を有する

新規 DFBレーザにおいて、線幅・光出力積の低減に向けたデバイス構造検討を行ったので以下に

述べる。 

 

 

4.6 スペクトル線幅の測定 

InAsP埋め込み型 DFBレーザの素子作製と評価結果に関して説明を行う前に、半導体レーザの

スペクトル線幅評価に関して説明を行う。半導体レーザのスペクトル線幅は kHz～MHzのオーダ

ーであり、波長幅にすると pm～fm のオーダーである。このため、一般の回折格子を用いた分光
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器やファブリペロ干渉計などにより光学的に直接測定することは非常に困難である。そのため、

スペクトル線幅の測定には大越らによって提案された自己遅延へテロダイン法などの方法が用い

られる[17,18]。 

 自己遅延へテロダイン法を用いたスペクトル線幅の測定系を図 4-7 に示す。半導体レーザの出

力光をカプラーで 2つの光路に分割し、一方の光路に音響光学(Acousto-Optic, AO)変調器を挿入し

てレーザ光の周波数を fs（80 MHz程度）だけシフトさせる。また、片方の光路にレーザ光の可干

渉距離に比べて十分に長い光ファイバを挿入して、τdに相当する時間的遅延をさせることにより、

2 つの光路を通過した光の間の位相の相関がなくなる。これらの 2 つの光を合波し、フォトダイ

オードによって検出する。2 つの光はフォトダイオードによって周波数混合し、中間周波数 fsの

ビート信号を得る。ここで、半導体レーザの周波数ノイズスペクトル SF(f) [Hz2/Hz]と 2つの光に

分割されたレーザ光の中間周波数スペクトル形状 S(f) [Hz2/Hz]との間には以下の関係がある[18]。 
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図 4-7. スペクトル線幅測定系(自己遅延ヘテロダイン法) 
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ここで、周波数ノイズスペクトル SF(f)は、一般に白色雑音と 1/f 雑音からなる。このうち、白

色雑音は自然放出光の発生によって生じるものであり、光出力の増加によって自然放出光が減少

するため、白色雑音の影響は小さくなる。一方、1/f雑音は、注入キャリアのゆらぎが屈折率変動

を引き起こすことによって生じる雑音であり、レーザ発振は注入キャリア密度が一定となること

から 1/f雑音は光出力によらず一定となる。特に、SF(f)が白色雑音 S0だけであるとすると、式(4.8)

は次式のように変形することができる。 
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0 0
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f
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さらに、式(4.9)は式(4.10)で表される積分公式を用いて最終的に式(4.11)のようになる。 
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すなわち、S(f)はローレンツ型となり、その半値全幅であるスペクトル線幅はπS0 となる。SF(f)

に 1/f雑音が含まれる場合、スペクトル線幅がさらに広がることになるがこの場合に式(4.8)を解析

的に解くことは困難であると報告されている[19]。 

この遅延自己へテロダイン法の分解能(Res)は、遅延後の二つの光の無相関性は破れることによ

り決まり、次式で表される。 

 

fiberd nL
cs

22
1Re ==
τ

    (4.12) 

 

ここで、τdは遅延時間、cは光速、nは光ファイバの屈折率、Lfiberは遅延させる光ファイバ長で

ある。式(4.12)より遅延ファイバ長(Lfiber)を長くすることにより、測定分解能（Res）を上げること

ができる。今回の測定では 20 kmの遅延光ファイバを用いていることから、n=1.5として分解能は
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1 kHzとなる。本研究では、100 kHz以下のスペクトル線幅を目標としているため、1 kHzの分解

能としては特に問題ないレベルである。 

 

 

4.7 作製プロセスと素子特性 

4.7.1 回折格子作製 

DFBレーザの回折格子の作製に関しては、He-Cdレーザや Arレーザを用いた紫外線 2光束干渉

露光法[20]、マスク露光法[21、あるいは X線マスク露光法[22]、電子ビーム露光法[23]などが報告

されている。本研究の回折格子作製に関しては、量産性やプロセス安定に優れた図 4-8 に示す 2

光束干渉露光法を用いた。また、λ/4位相シフトの形成には、位相シフト用のガラスマスクをウエ

ハ上において露光を行う回折格子マスク法[24]を用いた。具体的な回折格子作製プロセスに関して

説明する。 

 

[回折格子作製プロセス] 

1. レジスト塗布 

・InP基板上に密着剤（OAP）とレジスト（ヘキスト社製 AZ7800）を連続してスピンコートに

より塗布（OAP：4000回転、30秒、レジスト：4000回転、30秒）。 

・その後、オーブンにてプリベークを実施（90℃、30秒） 

2. 露光 

 ・2光速干渉露光法にて露光を実施（詳細は図 4-8を参照） 

3. レジスト現像 

・現像液(AZ Developer)にて現像 (現像時間：40秒、無攪拌) 

4. 回折格子形成 

・水洗、乾燥後、Br系エッチングによる回折格子形成（過飽和臭素水(SBW):H3PO4:H2O=2:1:15, 

13秒, 無攪拌） 

・有機洗浄によりレジスト除去 

 ・硫酸系エッチングによる回折格子表面のエッチング (H2SO4:H2O2:H2O=5:1:1, 30秒） 

 

回折格子パターンの周期(Λ)は、露光に用いるレーザ光の真空中での波長(λ0)、フォトレジスト

膜の上方の空間媒質の屈折率(n)を用いて式(4.13)にように表される。 
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θ

λΛ
sin2

0

n
=      (4.13) 

 

本デバイス試作では、He-Cdレーザを用いて露光を行い、レジスト膜上は空気であることから、

λ0=325 nm、n=1となる。したがって、He-Cdレーザの入射角度と回折格子パターン周期の関係は、

図 4-9のように示すことができ、入射角度を変化させることにより 100 nm以上の回折格子ピッチ

を作製することが可能となる。一方、ブラッグの反射条件より DFBレーザの波長に対する 1次の

回折格子パターンの周期(ΛDFB)は式(4.14)で表される。特に 1.55 µm帯(1.3 µm)の場合、λDFB＝1550 

nm (1300 nm)、nInGaAsP=3.2 (3.2)として、ΛDFB=242 nm (203 nm)となる。 

図 4-8. 回折格子の作製方法 
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InGaAsP

DFB
DFB n2

λΛ =      (4.14) 

 

以上の結果から、レーザ光の入射角度をそれぞれ 28度、32度とすることにより、λDFB＝1550 nm 、

1300 nmに相当する回折格子のピッチ(Λ＝242 nm、203 nm)を形成することが可能となる。 

 図 4-10には、DFBレーザの回折格子ピッチと DFB発振波長との関係を表す実験結果を示して

いる。作製した DFBレーザは、井戸層数 7、共振器長 500 µm、前端面には低反射コート(反射率：

5%)、後端面には高反射コート(反射率：85 %)を施し、回折格子のピッチのみを変化させた構造で

ある。図 4-10は電流 100 mA印加時の DFB発振波長を示しているが、回折格子ピッチが大きくな

るにしたがって DFB発振波長がリニアに長波長側に変化していることがわかる。λDFBとΛの関係

式としては、Λ=5.8⋅λDFB +132.8 (nm)が得られた。 

図 4-9. 回折格子ピッチと入射角度の関係(計算結果) 
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以上の測定結果から、回折格子ピッチの設定により DFB発振波長を自由に設定することが可能

であり、本研究の回折格子作製プロセスが DFBレーザの発振波長制御において問題ないことを確

認することができた。 

 

4.7.2 埋め込み回折格子形成 

次に DFBレーザにおいて最も重要となる回折格子の形成手法に関して議論を行う。InAsP埋め

込み体の形成には有機金属気相成長(MOVPE)法による結晶成長で行った。。図 4-11 に示すように

成長前の昇温時において、Asと Pの原料となる AsH3と PH3の混合ガスを流すことにより、回折

格子の底部に InAsP層を選択的に形成する。その後、InPバッファ層を形成し、さらに、光導波路

層、量子井戸層からなる活性領域を連続して成長する。本構造では、DFBレーザ動作に重要とな

る結合係数(κ)は、混合ガス中の流量比により、回折格子中の InAsP 層の As 組成を変えることで

図 4-10. 発振波長と回折格子ピッチの関係(実験結果) 
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制御可能である。図 4-12(a)には、AsH3の分圧に対する InAsP層の組成の関する測定結果を示して

いる。ここで、成長圧力は 60 Torr,、PH3の分圧は 2.7×10-1 Torrである。AsH3の分圧の増加ととも

に、As の組成がほぼリニアに増加していることがわかる。さらに、InAsP の屈折率(nInAsxP1-x)は、

ベガード則に従うとすると InAsと InPの屈折率(nInAs、nInP)を用いて式(4.15)のように表すことがで

きる。 

 

InPInAsPInAs nxnxn
xx

⋅−+⋅=
−

)1(
1

    (4.15) 

 

次に式(4.15)の InAsPの屈折率に関する関係式を用いて結合係数について考えてみる。屈折率が

周期的に変化する構造において、TE モードに関する結合係数は一般的に式(4.16)で表すことがで

きる[25]。 

図 4-11. 埋め込み回折格子構造の断面構造 
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ここで、Ey(x)は y 方向の電界であり、k、βは、波数、伝搬定数である。積分は凹凸の存在する

領域にわたって行われる。新規に提案した InAsP埋め込み回折格子は三角形の形状をしているが、

InPと InAsPとの屈折率差が数%程度と非常に小さく、さらに InAsP層自体が微小面積であり、TE

モードでは電界に対して平面的取り扱いができるため、式(4.16)で表わされる結合係数は近似的に

次式のように表すことができる。 

 

λ
∆πκ InAsPn⋅

=     (4.17) 

 

図 4-12. AsH3の分圧に対する InAsPの As組成(a)と InAsPの屈折率と結合係数との関係(b) 
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式(4.17)において、ΔnInAsPは InP層と InAsP層の屈折率差(nInP-nInAsP)と InAsP層内の光閉じ込め

係数(ΓInAsP)の積を表している(ΔnInAsP= ΓInAsP×(nInP-nInAsP))。λはレーザの発光波長(λ=1.55 µm)である。

なお、図 4-12(b)の計算では、InAsP 層のサイズが同じであることから、InAsP の屈折率に関わら

ず InAsP層に占める光強度は一定であるとした(ΓInAsP：一定)。ただし、回折格子の大きさや InAsP

層の結晶成長条件などにより異なる大きさの InAsP層が形成される場合は、ΓInAsPは異なった値と

なる。 

上記の計算結果より、InAsP の屈折率を変化させることにより結合係数を変化させることが可

能であり、DFB レーザの狭スペクトル線幅化に必要なκ=10～40 cm-1が、As の組成比の調整によ

って、つまり成長中の AsH3流量によって制御可能であることが明らかとなった。  

図 4-13には本研究で作製したレーザ構造図を示している。光導波路層の組成波長は、n側、p 

図 4-13. InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザの構造図(a)と 
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側ともに 1.05 µm、活性層は 1.0 %の圧縮歪を有する InGaAsPの井戸層、障壁層は歪のない（無歪）

の組成波長 1.15 µm組成の InGaAsP (厚さ 10 nm)とした。また、共振器長(L)は高注入電流時にお

いても光出力が飽和しないように L=1500 µmと 1000 µm以上の長共振器長とした。活性層幅は 1.4 

µmである。InAsP層の組成波長は 1.4 µmであり、1.55 µm帯の光に対して透明であり光吸収はな

い波長帯である。したがって、光帰還の結合形態としては、InP層と InAsP埋め込み回折格子層と

の屈折率差で光の分布帰還が生じる屈折率結合型である。 

また、レーザの両端面には端面反射の影響を下げるために無反射コートを施している。4.4で述

べたように共振器中央部に位相シフト回折格子を形成しているが、安定した単一波長特性を実現

するためである。無反射用コーティング膜に関しては、Al2O3からなる単層膜（屈折率 : 1.67）を

用いた。活性領域の等価屈折率(ns)を 3.2とすると、n1=1.67として、式(4.18)より端面反射率(R)は

0.5 %となり、λ/4位相シフト型 DFBレーザにおける単一モード特性に関しては特に大きな影響は

及ぼさない値である[26]。 
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4.7.3 素子特性 

スペクトル線幅特性の議論を行う前にレーザの基本性能に関する評価を行った。図 4-14は、今

回作製した 3つの素子のしきい値電流依存性を示している。井戸層数が 7の場合、40 mA程度の

しきい値電流であるが、井戸層数の減少によって井戸層内の光閉じ込めが減少し、そのためモー

ド利得が低下することによってしきい値電流が増加する傾向にあり、Nw=3 では 70 mA 程度のし

きい値電流となっている。動作電流の上限が 400 mA であることから、しきい値電流の値として

は特に問題ないレベルである。さらに、井戸層 7、共振器長 1500 µmの素子における 25 °Cでの電

流－光出力特性の代表的な一例を図 4-15に示す。1500 µmと通常の DFBレーザの 5倍の共振器長

にもかかわらず、しきい値電流 36 mA、スロープ効率 0.15 mW/mAが得られた。また、動作電流

500 mAにおいてサイドモード抑圧比として 46 dB、つまり主モードに対する隣接したモード（副

モード）との光強度の比が 1/40000 の単一モード性に優れた光出力特性が実現できていることが

わかった。図 4-15の結果は、InAsP埋め込み回折格子構造が共振器全体にわたって均一に形成さ

れていることを示している。 
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 次に、スペクトル線幅に関する内部損失の影響を検証するために井戸層数(Nw)の異なる素子の

スペクトル線幅特性の測定結果を図 4-16(a)に示している。なお、長共振器化による線幅低減の効

果を実験的に検証するために、Nw=7で L＝300 µmの素子のスペクトル線幅特性も図 4-16(a)に示

しているが、1MHzを越える 1.4 MHzのスペクトル線幅にとどまった。これは L＝300 µmの素子

の場合、Nw=7 にもかかわらずしきい値電流が 60 mA と高く、しかも光出力の飽和も顕著であっ

たことから、キャリアオーバーフローが生じ、共振器内の屈折率変化が大きくなり単一モード性 

の劣化を招いたと考えられる。しかしながら、L=1500 µmと長共振器化によってスペクトル線幅

が半減し、700 kHz まで低減されることがわかった。さらに L=1500µm の素子において、井戸層

数を 7ペアから 4ペア、3ペアと減らすことにより、スペクトル線幅が減少し、Nw=3において 100 

kHz以下のスペクトル線幅が実現されていることを確認した。 

図 4-16(b)は Nw=3、L=1500µmの素子におけるスペクトル線幅の測定結果であるが、少なくとも

P0=40 mWまでリブロードニングのない線幅特性であり、光出力 20 mW以上において 100 kHz以

下のスペクトル線幅が得られた。また、最小線幅として、∆ν =63 kHzを実現することができた。 

回折格子の変調や多電極構造を行わない単純な位相シフト回折格子型 DFB レーザとしては最

小スペクトル線幅であり、FM 一括変換システム用光源としての特性を満足する性能である。以

上の結果は、InAsP 埋め込み回折格子が狭スペクトル線幅特性を実現する上で非常に有効な回折

格子構造であることを示唆している。 

図 4-17 には異なる井戸層数に対する線幅・光出力積の測定データを示している。7 ペアから 3

ペアまで井戸層を減らすことによって線幅・光出力積が 26 MHz⋅mWから 1.2 MHz⋅mWまでおよ

そ 1/20にまで減少していることがわかる。 

 

)1)(( 2
00 ααααν∆ ++∝⋅ inththspnP     (4.19) 

 

線幅・光出力積(∆ν0⋅P0)の関係に着目してみると、式(4.19)にあるように∆ν0⋅ P0は、自然放出係

数(nsp)、内部損失(αin)、線幅増大係数(α)に支配されている。 

今回の井戸層数の低減は井戸層内の光閉じ込めの減少につながる。具体的には、井戸層内の光

閉じ込め係数が 3.3 % →1.2 % →0.55 %と減少し、井戸層数を 7ペアから 3ペアまで減らすことに

より、光閉じ込め係数が 1/6にまで減少している。その結果、式(4.20)に示す内部損失の低下につ

ながっていると考えられる。 



第 4章 埋め込み回折格子による分布帰還型半導体レーザの狭スペクトル線幅化 

 - 94 -

(光出力)-1 (1/mA)

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

Nw=3, L=1500 µm

Nw=4, L=1500 µm

Nw=7, L=1500 µm

Nw=7 L=300 µm

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 0.1 0.2 0.3 0.4

光出力 (mW)
10 5 3.3 2.520

(a)

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 0.1 0.2 0.3 0.4

25 ºC
Nw=3, L=1500 µm

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

(光出力)-1 (1/mW)

光出力 (mW)
10 5 3.3 2.520

(b)

(光出力)-1 (1/mA)

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

Nw=3, L=1500 µm

Nw=4, L=1500 µm

Nw=7, L=1500 µm

Nw=7 L=300 µm

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 0.1 0.2 0.3 0.4

光出力 (mW)
10 5 3.3 2.520

(a)

(光出力)-1 (1/mA)

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

Nw=3, L=1500 µm

Nw=4, L=1500 µm

Nw=7, L=1500 µm

Nw=7 L=300 µm

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 0.1 0.2 0.3 0.4

光出力 (mW)
10 5 3.3 2.520

(光出力)-1 (1/mA)

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

Nw=3, L=1500 µm

Nw=4, L=1500 µm

Nw=7, L=1500 µm

Nw=7 L=300 µm

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 0.1 0.2 0.3 0.4

光出力 (mW)
10 5 3.3 2.520

(a)

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 0.1 0.2 0.3 0.4

25 ºC
Nw=3, L=1500 µm

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

(光出力)-1 (1/mW)

光出力 (mW)
10 5 3.3 2.520

(b)
図 4-16. スペクトル線幅の井戸層数、共振器長依存性(a)と 

スペクトル線幅特性(井戸層数 3、共振器長 1500 µm) (b) 



第 4章 埋め込み回折格子による分布帰還型半導体レーザの狭スペクトル線幅化 

 - 95 -

 

cladcladactivewcladwactivewin αααΓαΓαΓα +−=⋅−+⋅= )()1(   (4.20) 

                                   

ただし、Γwは井戸層内の光閉じ込め係数、αactive(αclad)は InGaAsP活性層(InPクラッド層)でのフ

リーキャリア吸収損失である。 

αactiveとαcladについては、活性層での吸収が支配的であるため、αinはほぼΓwに比例すると考え

ることができる。したがって、井戸層数を 7ペアから 3ペアまで減らすことにより内部損失が 1/6

まで低減される。 

次に線幅増大係数(α)について考えてみる。詳細な議論は次章で説明するが、αは微分利得によ

って支配されるパラメータであり、その微分利得は注入キャリア密度に対する屈折率変化と利得

変化の比で定義される[27]。具体的には、回折格子の周期によって決まる DFB発振波長と量子井

戸や共振器長、活性層幅などのデバイス構造で決定される利得ピーク波長との相対関係に依存す

る[5∼7]。今回作製したレーザ素子では DFB発振波長は 1550 nmとなるように回折格子の周期を一
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定とした。一方、利得ピーク波長は DFB発振波長に対して長波長側に 20 nm だけずらすように、

つまり、1570 nmに調整されている。したがって、井戸層数が異なる 3 つのタイプのレーザに関

しては、線幅増大係数(α)は一定であると考えられる。 

次に、井戸層数低減による自然放出係数(nsp)の効果について考察してみる。nsp とはレーザモー

ドにはいる誘導放出光と自然放出光の比を表している。nspは反転分布パラメータとも呼ばれてい

るものであり、半導体レーザの雑音特性を決定する上で重要な定数である。近似的に式(4.21)で表

すことができる[28]。 

 

)exp(1

1

kT
eVh

nsp −
−

=
ν

     (4.21) 

 

 ここで、hνはレーザ発振する光のエネルギー、kはボルツマン定数、Tは温度、Vはレーザの活

性層内の pn接合に加わる電位差である。この電位差 Vは伝導帯と価電子帯での化学ポテンシャル

すなわちフェルミレベルの差(∆Ef)を表している。式(4.21)に示されるように nspは∆Efに関して単調

減少関数であり、∆Ef の増加に伴って exp の係数のマイナスの量が大きくなり、最終的に exp の

項はゼロに収束し、nsp は 1に収束することになる。つまり、∆Efが高い状態でレーザ発振させた

方が nspを下げることに有効となる。これは、量子井戸の数で例えると、単一量子井戸構造でレー

ザ発振させることが望ましいことを意味している。つまり、井戸層内の光閉じ込めを可能な限り

小さくし、なるべく多くのキャリアを注入し、∆Efを非常に高い状態にさせることが nsp の低減に

は重要である。したがって、井戸層の低減が nspを下げるためにも有効な手段である。 

図 4-18 には井戸層数の異なる素子における単一モード性の実験結果を示している。Nw=4 の素

子では動作電流 400 mAにおいても 40 dBを越える高いサイドモード抑圧比(SMSR)が得られてい

る。一方、Nw=7の場合、200 mA以下では 37 dB程度の SMSRであるが、200 mA以上において

SMSRが 10 dB以下となり、単一モード性の劣化が観測された。この特性結果は、井戸層数を増

やすと、線幅・光出力積の増大のみならず、単一モード性の劣化も招いていることを意味してい

る。実際、図 4-16(a)に示すように Nw=7の素子においては、L=300 µm、L=1500 µmの両方の素子

で高注入電流時におけるリブロードニング現象が観測された。つまり、光閉じ込め係数の増加は

安定した単一モード性に影響を及ぼしていると考えることができる。DFBレーザの共振器内の屈

折率変化については、光閉じ込め係数とキャリア密度の間に式(4.22)のような関係にあることが報
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告されている[8]。 

 

       )z(eff)z(0eff)z(eff nnn ∆+= )NN(
dN
dnn th)z()z(0eff −⋅⋅+= Γ   (4.22) 

 

 ここで、neff0(z)は、しきい値近傍の共振器方向の実効屈折率分布、∆neff(z)は実効屈折率分布の変化

量、Nth はしきい値キャリア密度、N(z)は共振器方向のキャリア密度分布である。光出力の増加に

伴って実効屈折率の不均一性が大きくなり、さらに井戸層内の光閉じ込めが大きいほどこの不均

一性は顕著になる傾向にある。この現象が 4.4 で述べた軸方向ホールバーニング現象である。し

たがって、光閉じ込め係数の増大によって共振器内の屈折率変化が増加し、結果的に 200 mA 以

上の高い注入電流時において単一モード性の劣化につながったと考えられる。 

以上の実験結果より、線幅・光出力積の低減と高光出力時における単一モード性の実現には、

井戸層内の光閉じ込めを低減させることが重要であることを実験的に確認することができた。 

図 4-18. サイドモード抑圧比の井戸層数依存性(井戸層数 4と井戸層数 7) 
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最後に図 4-19には、Nw=3、L=1500 µmのレーザ素子を用いて評価した雑音特性の結果を示して

いる。40チャンネルの TV信号を伝送した時の雑音特性であり、横軸は DFBレーザのスペクトル

線幅、縦軸はキャリア対雑音比(Carrier to Noise Ratio : CNR)である。一括 FM変換システムにおい

て、AM信号を FM信号に変換する場合の CNR特性は、1チャンネル当たりの FM周波数偏移量

(∆F)、AM 信号の 1 チャンネル当たりの帯域幅(BAM)、そして半導体レーザの発振スペクトル線幅

(∆ν)を用いて式(4.23)のように表すことができる[29,30]。 

 

              
AMB

FCNR
⋅∆

∆
=

ν
π

2

2

     (4.23) 

 

 今回の伝送システムでは、∆Fおよび BAMは一定値を設定しているため、式(4.23)で表される CNR

特性はレーザのスペクトル線幅で決定され、CNR特性の改善には∆νの低減が非常に有効であるこ

図 4-19. InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザの CVATV伝送における雑音特性 

(井戸層数 3、共振器長 1500 µm) 
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とがわかる。良好な伝送の実現には 44 dB以上の CNRが必要であるが、図 4-19に示しているよ

うに 100 kHz以下のスペクトル線幅特性により 47 dBのスペック値を越える CNR特性が得られる

ことが実験的にも明らかとなった。 

以上の結果より、今回提案した InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザが FTTH映像システム用

光源として十分適用できることを確認した。 
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4.8. まとめ 

本章では、FTTHの映像伝送システムとして有望な一括 FM変換伝送システム用 DFBレーザに

おいて、狭スペクトル線幅化に向けた課題を明確にし、スペクトル線幅低減を目的とした新規回

折構造の適用とデバイス構造検討を行い、以下の結果を得た。 

 

1. DFB レーザの狭スペクトル線幅化には、高光出力時の単一モード特性が非常に重要である

ことを示し、安定した単一波長性の実現に向け、低結合係数が実現可能な InAsP 層を有する新規

埋め込み回折格子構造を提案した。 

 

2. InAsP埋め込み回折格子を有する 1.55 µm帯λ/4位相シフト DFBレーザを新規に作製し、異

なる井戸層数、共振器長におけるスペクトル線幅特性の検討を行った。特に、スペクトル線幅の

井戸層内の光閉じ込め依存性に関する評価結果から、井戸層数の低減が、線幅・光出力積の低減

と高光出力時の単一モード性の抑制に重要であることを実験的に明らかにした。 

 

3. InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザにおいて、井戸層数 3、共振器長 1500 µmの素子で

63 kHzのスペクトル線幅を実現するとともに、CATV伝送における雑音特性評価から47 dBのCNR

特性を確認し、本レーザ素子が 44 dB以上のスペックを満たすことを実証した。 

 

以上の結果から、今回提案した InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザが、100 kHz以下の狭ス

ペクトル線幅が必要とされる FTTH 映像伝送システム用光源として十分適用できることを確認し

た。 
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第 5章 

埋め込み回折格子を有する分布帰還型半導体レーザの 

高光出力化 

 

 

5.1 はじめに 

第 4章で述べた DFBレーザの狭スペクトル線幅化技術は、FTTHの映像伝送システム用光源と

して必要不可欠となる狭スペクトル線幅特性を実現する上で非常に有用なデバイス技術であるこ

とを実証した。この狭スペクトル線幅レーザは、高い光出力状態で用いることから、DFBレーザ

図 5-1. 外部変調光伝送方式の構成 
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の高出力化においても重要なデバイス技術となる可能性がある。 

現在、インターネットのバックボーン伝送系、あるいはCATV多分配伝送系として、超高速か

つ超高密度波長多重(Dense - Wavelength Division Multiplex : D-WDM)に有利な外部変調光伝送方

式が用いられている。この方式では、光源として1.55 µm帯のDFBレーザが用いられている[1]。図

5-1には外部変調伝送方式を用いたCATV伝送系の一例を示している。放送局と各家庭との双方向

通信となるビデオオンチャンネルには直接変調用DFBレーザが用いられ、各地域に波長多重方式

によって伝送が行われている。一方、放送局から各家庭への一方向通信となる共通チャンネルの

伝送には外部変調器を用いた変調方式が用いられている。この外部変調システム用光源としては、

外部変調器の挿入損失の改善や分岐数の拡大、さらには信号伝送時における雑音特性の低減の観

点から、DFBレーザの高出力化 (> 100 mW)、狭スペクトル線幅化 (< 1 MHz)、かつ低雑音化(< -158 

dB/Hz)が要求されている。 

そこで本章では、本研究で新規提案した埋め込み回折格子(Mass Transport Grating : MTG)構造 

を高出力DFBレーザに適用を行った。その結果、高密度波長多重伝送システムに用いられている

1.55 µm帯において、単一波長における世界最高光出力、狭スペクトル線幅動作を実現した。本章

では、埋め込み回折格子型DFBレーザの作製プロセス、デバイス構造、およびレーザ特性につい

て研究内容を報告する。 

 

 

5.2 DFBレーザの高光出力化 

高出力特性を有する DFBレーザに関しては、まず 1.3 µm帯において、活性層構造や pn接合に

おけるドーピング濃度などのデバイス構造の最適化、さらにはリッジ導波路構造の導入によって、

光出力 200 mWまでの単一波長特性が得られている[2∼5]。一方、1.55µm帯については、結合係数

の最適化により 165mWまでの単一波長動作の報告がある[6∼8]。 

参考文献[6]によると高光出力時の単一波長性実現には、結合係数(κ)とレーザの共振器長(L)との

積で表される規格化結合係数(κL)の設定が非常に重要である。κLが小さい場合、共振器内の分布

帰還の割合が小さくなるために共振器の両端面の反射鏡によって決まるファブリ・ペロー発振が

支配的となり、単一モード特性の実現が困難となる。一方、高いκLの場合、光出力が比較的小さ

い状態では安定した単一波長特性が得られるが、光出力の増加に伴い共振器方向における軸方向

ホールバーニング現象が顕著になるため、共振器方向の実効屈折率変化が起こり、マルチモード
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発振やモードホッピングによってスペクトル線幅の増加といった重大な課題が発生してしまう。 

以上に説明した理由から、高光出力時における安定した単一波長特性の実現には、最適な値が

存在し、1.0～1.5 のκL が最適であると報告されている[6]。レーザの高出力化には 500～1000 µm

の共振器長が一般的であることから、結合係数としては 30 cm-1以下が必要となる。 

 

 

 5.3 デバイス構造 

 DFB レーザの高光出力化のために、高光出力時の安定した単一波長特性の実現に向けて InAsP

層からなる埋め込み回折格子構造を適用した。レーザ特性に関して議論する前に、本節では検討

に用いたレーザ構造と活性層構造に関して説明を行う。 

図 5-2(a)、図 5-2(b)は、今回作製したレーザ素子の構造図と活性層付近のバンド構造図を示して

いる。埋め込み回折格子における InAsPの組成波長は 1.42 µmであり、本構造は発光波長に対し

て透明となる屈折率結合型を採用している。活性層は、厚さ 6 nmの 1.0 %圧縮歪を有する InGaAsP

井戸層、厚さ 10 nmの無歪 InGaAsP 障壁層からなっている。井戸層の膜厚に関しては、第 3章と

同様に 6 nmで最小のしきい値キャリア密度が得られる実験結果によるものである。また、井戸層

へ歪を導入した場合、価電子帯のバンド構造の変化により価電子帯間吸収やオージェ再結合によ

図 5-2. DFBレーザの構造図(a)と活性層付近のバンドダイアグラム(b) 
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る損失が抑制され、レーザ特性が飛躍的に改善する[9]。歪構造には引っ張り歪と圧縮歪の両方が

あるが、引っ張り歪に比べ圧縮歪の方が、少ない歪量で低しきい値発振が得られやすいといった

特長を持っている。第 2章で説明したように井戸層数が 10層以下において圧縮歪量 1%以下であ

れば、結晶性の劣化のない良好な量子井戸構造が形成可能であるといった実験結果より、本研究

では 1.0 %の圧縮歪を導入した。 

レーザチップの端面コート膜としては、後端面にはアモルファス Si/SiO2からなる高反射膜 (反

射率 : 85 %)、前端面には SiO2単層膜からなる低反射膜 (反射率 : 5 %)をそれぞれ施している。ま

た、量子井戸層数 (Nw) 、共振器長(L)は、内部損失と反射損失を低減するために Nw =5、L=600 µm

としている。ストライプ状の活性層は、液層成長(LPE)法によって埋め込みを行っている。 

なお、レーザ共振器内の分布帰還を実現するための回折格子は、第 4 章で説明したように回折

格子を形成した InP基板上に成長前の昇温時において、Asと Pの原料となる AsH3と PH3の混合

ガスを流すことにより、回折格子の底部に InAsP 層を選択的に形成する均一の埋め込み回折格子

構造である。その後、InPバッファ層を形成し、さらに、光導波路層、量子井戸層からなる活性領

域を連続して成長する。DFB発振波長を 1555 nmとするために、回折格子の周期は 244 nmに設

定した。 

 

 

5.4 レーザ特性 

高光出力時における安定したスペクトル線幅特性を実現するためには、5.2で述べた規格化結合

係数の最適化の他に注入されたキャリアが井戸層から障壁層や光導波路層へのオーバーフローす

ることを抑制する必要がある。そのためには、しきい値電流の低キャリア密度化が有効な手段の

一つである。しきい値キャリア密度を決定する要因としては、量子井戸構造とデバイス構造の 2

点に分けることができる。第 3 章では量子井戸構造としきい値キャリア密度との関係について議

論を行った。本節では、キャリア密度を決定する重要な要素であるデバイス構造の中で活性層体

積に着目し、活性層ストライプ幅のスペクトル線幅特性におよぼす影響について述べる。 

図 5-3には作製したレーザ素子のしきい値電流と動作電流 300mAにおけるスロープ効率の活性

層幅依存性の実験結果を示している。測定温度は 25 °Cであり、活性層幅(Wact)を 1.2 µm から 1.9 

µm と変化させている。活性層幅を 1.2 µmから 1.8 µmまで増加させることにより、しきい値電流

が 21 mAから 14 mAに低減している。これは、活性領域内の横方向の光閉じ込めの増加によるモ

ード利得の増加に起因している。しかしながら、1.9 µm まで活性層幅を増加させた場合、しきい 
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図 5-3. しきい値電流とスロープ効率の活性層幅依存性 

図 5-4. 電流-光出力特性の活性層幅依存性 
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値電流は活性層体積の増加により 2 mA 程度増加する傾向にあることが実験により明らかとなっ

た。一方、スロープ効率に関しては、活性層幅の増加に伴い、0.2 mW/mAから 0.25 mW/mAまで

増加する傾向にある。また、活性層幅を 1.9 µmまで増大させたレーザ素子においても横モードの

不安定性は認められないことを確認した。 

以上の結果より、今回評価を行ったレーザ構造において低しきい値、かつ高スロープ効率を実

現するためには、活性層幅 1.8 µm が最適であることが明らかとなった。 

図 5-4には、Wact=1.2 µm、1.6 µm、1.8 µmのレーザ素子の 25 °Cにおける電流-光出力特性を示

している。Wact =1.2 µmの活性層幅の小さい素子では、注入電流 300 mA以上において光出力飽和

が顕著となり、最高光出力としては 60 mA程度に制限されている。これは、Wact =1.2 µmの場合、

井戸層内の光閉じ込めが小さいためにモード利得が低下し、しきい値キャリア密度が増大するこ

とにより注入キャリアのオーバーフローが生じ、出力飽和が起きていると考えられる。しかしな

がら、図 5-4に示すように活性層幅の増大によって光出力の飽和が抑制され、Wact =1.8 µmの素子

においては、100 mW以上の光出力特性が実現できた。100 mW時の動作電流としては 320 mAで

図 5-5. スペクトル線幅の注入電流依存性（Wact=1.2 µm、1.6 µm、1.8 µm） 
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あり、これまで報告されている最小値である。 

 図 5-5、図 5-6には、Wact =1.2µ m, 1.6 µm, 1.8 µmのレーザ素子の 25 °Cでのスペクトル線幅特

性の測定結果を示している。 図 5-5、図 5-6 ともに縦軸はスペクトル線幅の測定値を表わしてい

るが、横軸はレーザ素子の動作電流(図 5-5)、光出力の逆数(図 5-6)である。これらに測定には、第

4章と同様に自己遅延ヘテロダイン法を用いた[10]。図 5-5の測定結果より、活性層幅の異なるす

べてのレーザ素子において注入電流 200 mA まではスペクトル線幅の低下が見られているが、

Wact=1.2 µmの素子では注入電流 200 mA以上においてスペクトル線幅が 1 MHzから 2.5 MHzへと

大幅に増加し、高注入電流時におけるリブロードニング現象が顕著であることがわかった。しか

しながら、活性層幅の増加に伴い、ブロードニング現象が抑制されている。さらに、図 5-5、図

5-6の測定結果からもわかるように、Wact =1.8 µm のレーザ素子においては光出力 50 mW以上に

図 5-6. スペクトル線幅の光出力依存性(Wact=1.2 µm、1.6 µm、1.8 µm) 
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おいてもリブロードニングによるスペクトル線幅の増加が抑制されるとともに、400 mAの注入電

流においても 0.5 MHz以下のスペクトル線幅が得られ、外部変調用 DFBレーザとして必要となる

1 MHz以下のスペクトル線幅特性が実現できていることがわかった。図 5-7には、Wact=1.2 µmと

1.8 µmの素子において、注入電流(Ib)が 100 mAと 300 mAにおける発振スペクトル特性の測定結

果を示している。Wact=1.8 µmの場合、Ib =300 mAにおいても 40 dBを超える高いサイドモード抑

圧比が実現できている。しかしWact=1.2 µmの素子においては、Ib =100 mAでは単一モード特性が

得られているものの、Ib =300 mAではマルチモード発振となっている。このマルチモード発振は、

200 mA以上におけるスペクトル線幅の増加の要因となっている[11,12]。 

 次に、線幅⋅光出力積の活性層幅の効果に関して理論的に考察してみる。第 4章でも議論を行っ

たが、半導体レーザにおけるスペクトル線幅と光出力との関係は、式(4.19)の関係を用いて式(5.1)

で表わすことができる。 

 

)1)(( 2
00 ααααν∆ ++∝⋅ inmmspnP     (5.1) 

 

ここで、nspは自然放出係数、αmは反射損失、αinは内部損失、αは線幅増大係数、P0は前端面か

らの光出力である。 
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図 5-7. 発振スペクトル特性の注入電流依存性(Wact=1.2 µm、1.8 µm) 
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また、線幅増大係数αは、式(5.2)で示すような複素分極率の実部と虚部の注入キャリア密度に対

する変化の比、言い換えれば屈折率変化と利得変化の比で定義することができる。 

 

N
g
N
n

N

N

∂
∂
∂
∂

⋅≅

∂
∂
∂

∂

=
λ
π

χ

χ

α 4
)(Im

)(Re

     (5.2) 

 

なお、χは複素分極率、Nは注入キャリア密度、nは屈折率、gは利得である。 

式(5.1)中の 1+α2は、自然放出光による強度揺らぎに起因するスペクトル線幅の広がりのみでな

く、自然放出光によりキャリア密度が変化し、これにより半導体レーザの発振利得と同時に屈折

率も変化し、結果的に周波数雑音の発生によりスペクトル線幅が増加することを表わしている。 

本研究で用いた 3 タイプのレーザ素子は、活性層の幅のみを変化させている。図 5-2 に示すよ

うに同じ MQW 構造、つまり、量子井戸数、量子井戸層の組成波長、さらに同じ回折格子構造と

同じ共振器長である。反射損失は回折格子構造と共振器長によって決定される。また、内部損失

は主に量子井戸数、量子井戸層の組成波長によって決まるため、3 タイプのレーザ素子における

反射損失、内部損失ともに等しい仮定できる。 

さらに、自然放出係数は第 4章の式(4.21)で説明したように、伝導帯と価電子帯の擬フェルミレ

ベルの差に依存する。活性層幅を変化させた場合のしきい値電流の測定結果としては、図 5-3 に

示すように 14～21 mAであり、大幅な差異は見られていない。したがって、自然放出係数の違い

は非常に小さいと考えることができる。 

結果的に式(5.1)で表される線幅⋅光出力積は、式(5.3)で表すように 1+α2に比例することになる。 

 

2
00 1 αν∆ +∝⋅P       (5.3) 

 

線幅増大係数は DFB レーザの場合、レーザ発振直前の発光スペクトルと DFB 発振波長との相

対関係に大きく関係してくる。さらに、発光スペクトルはしきい値キャリア密度に依存する。そ

こで、活性層幅の大きさに対する線幅増大係数の影響についてレーザ発振付近の発光スペクトル

測定より検証を行った。 

図 5-8は、25 °Cにおけるしきい値近傍(Ith+0.5 mA)での発光スペクトル特性の測定結果である。
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活性層幅の異なる 3つのレーザ素子において評価を行った。3タイプのレーザ素子の DFB発振波

長については量子井戸構造が同一であり、回折格子周期が一定であることから、フォトルミネセ

ンス(Photo Luminescence : PL)波長(λPL)、DFB発振波長(λDFB)ともに、λPL =1570 nm、λDFB =1555 nm

と一定である。しかしながら、発光スペクトル特性から得られる利得ピーク波長に関しては、活

性層幅によって大きく異なっていることが明らかとなった。図 5-8 に示すように活性層幅が広い

レーザ素子においては、利得ピーク波長は PL 波長と同一の値である 1570 nm付近を示している

が、活性層幅の減少に伴い、利得ピーク波長が短波長側にシフトしていることが観測された。こ

れは、伝導帯、価電子帯にそれぞれ電子と正孔が次々と注入されることにより、光子エネルギー

が高エネルギー側に移動することによって生じる現象であり、バンドフィリング効果と呼ばれて

いるものである。さらに、図 5-9は、図 5-8で述べた活性層幅に対する DFB発振波長と利得ピー

ク波長との関係を数値化した結果を表している。縦軸はレーザ素子の PL波長と利得ピーク波長の

差(λPL-λGain)、DFB 発振波長と利得ピーク波長の差(λDFB-λGain)を示している。どのレーザ素子にお

いても PL波長は一定であるが、活性層幅の増加に伴い、利得ピーク波長が長波長側にシフトして

いるために、λPL-λGain、λDFB-λGainともに短波長側にシフトしている。特に、λDFB-λGainは、+10 nm

図 5-8. しきい値近傍における発光スペクトル特性の活性層幅依存性 
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から-10 nmへマイナス側にシフトしていることがわかる。ここで、回折格子の周期によって決定

される DFB 発振波長(λDFB)と量子井戸や共振器長、活性層幅などのデバイス構造で決まる利得ピ

ーク波長(λGain)との差(λDFB -λGain) は、ディチューニング量と呼ばれており、線幅増大係数αの特性

を決定する上で重要である。  

 図 5-10 には、ディチューニング量(∆λ)とスペクトル線幅と前端面からの光出力値の積(線幅･光

出力積)との関係を示している。∆λを負とした場合、つまり利得ピーク波長を DFB 発振波長より

も長波長側に設定することによって、線幅･光出力積が低減していることがわかった。これは活性

層幅を増大させることによって、バンドフィリングによる利得ピーク波長の短波長側へのシフト

が抑制され、その結果、線幅増大係数が低減されているためと考えることができる[12,13]。また、

狩野らの報告によると、線幅増大係数とディチューニング量(∆λ)は式(5.4)で示されるように一次

関数の形で表すことができる[13,14]。式(5.3)、式(5.4)より、最終的に線幅･光出力積(∆ν0⋅P0)と∆λ

図 5-9. ∆λPLと∆λDFBの活性層幅依存性 
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は、2次関数の関係で表すことができる(式(5.5))。 

 

             BA +⋅∝ λ∆α   (A,B:定数)    (5.4) 

 

2
00 )(1 BAP +⋅+∝⋅ λ∆ν∆     (5.5) 

 

図 5-10の測定結果から、∆λが負から正に変化することによって∆ν0⋅P0は凹型の増加関数で表す

ことができ、これは式(5.5)で示す 2 次関数の形に近似できると考えられる。したがって、負のデ

ィチューング量の導入によって線幅増大係数が減少し、結果的に線幅・光出力積が低減している

と考えることができる。 

以上に述べた測定結果より、線幅・光出力積の低減と高注入電流時の光出力飽和を抑制するた

めには注入キャリア密度を低減することが必要であり、活性層体積を増大させることがしきい値

図 5-10. 線幅光出力積のディチューニング量依存性 

0

5

10

15

20

25

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20

線
幅
・
光
出
力
積

(M
H

z⋅
m

W
)

デチューニング (λDFB - λGain) (nm)

25 ºC, CW

Wact=1.2 µm

Wact=1.8 µm

Wact=1.6 µm

0

5

10

15

20

25

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20
0

5

10

15

20

25

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20

線
幅
・
光
出
力
積

(M
H

z⋅
m

W
)

デチューニング (λDFB - λGain) (nm)

25 ºC, CW

Wact=1.2 µm

Wact=1.8 µm

Wact=1.6 µm

線
幅
・
光
出
力
積

(M
H

z⋅
m

W
)

デチューニング (λDFB - λGain) (nm)

25 ºC, CW

Wact=1.2 µm

Wact=1.8 µm

Wact=1.6 µm



第 5章 埋め込み回折格子を有する分布帰還型半導体レーザの高光出力化 
 

 - 115 -

キャリア密度低減の一つの手法であることを明らかにした。 

図 5-11(a)には本研究で得られたレーザ素子の電流-光出力特性を示している。共振器長は 800 µm、

後端面には 85%の高反射コートを施している。25℃、CW動作においてしきい値電流 15 mA、ス

ロープ効率 0.35 mW/mAが得られ、180 mWまでの光出力特性が実現できた。これは、1.55 µm帯

単一波長レーザにおいて得られている最高発振光出力である。また、本研究の高出力 DFBレーザ

を搭載したレーザモジュールの概観図を図 5-11(b)に示す。DFBレーザから出射された光は非球面

レンズにより集光され、集光された光は光アイソレータを通った後、単一モードファイバに結合

される構成となっている。光アイソレータはファイバ端面などから DFBレーザ素子に光が戻るの

を抑えるために用いられており、そのアイソレーション比は 30 dBである。図 5-11(a)の光出力特

性にあるようにレーザモジュールにおいても 100 mW以上の光出力特性を得ることができた。 

さらに、図 5-12には同素子の発振スペクトルの電流(Ib)依存性、図 5-13にはスペクトル線幅、

雑音特性を示す。まず、スペクトル特性については、Ib=50~650 mAの広い動作電流時において、 

図 5-11. DFBレーザの電流-光出力特性(a)と半導体レーザモジュール(b) 
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図 5-13. DFBレーザのスペクトル線幅特性と雑音特性(Wact=1.8 µm) 

図 5-12. DFBレーザの発振スペクトル特性(Wact=1.8µm) 
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40 dBを超える高いサイドモード抑圧比を実現している。次に図 5-13に示すスペクトル線幅は注

入電流の増加とともに減少し、250 mAで最小値 0.3 MHzとなり、その後電流増加とともに線幅は

再び増加する傾向にある。これは、電流増加に伴ってレーザ共振器内の実効屈折率が変化し、そ

の結果単一モード性に変化が生じているためと考えられる。しかしながら、Ib=150 ~ 400 mAにお

いて、∆ν=0.3~0.7 MHz のスペクトル線幅特性、および相対強度雑音に関しても変調周波数 500 

MHz において-159 dB/Hz以下の低雑音特性を実現し、本レーザ素子が外部変調器用光源としての

要求を十分満たしていることを実証した。 

次に、図 5-14 に長期信頼性試験の結果を示す。本検討に用いた 15 個のレーザ素子に関して、

50 °C、350 mA、(Automatic Current Control : ACC)動作条件における評価結果である。縦軸は光出

力の変化の割合、横軸は通電時間を表している。ACC状態での通電試験を実施したのは、本デバ
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図 5-14. DFBレーザの長期信頼性 (Wact=1.8 µm) 
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イスが一定の動作電流で使用されるためである。2500時間経過後においても光出力の低下などの

特性劣化は見られず、良好な信頼性結果である。 

 最後に、本章で説明した埋め込み回折格子を 1.3 µmDFBレーザにも適用を行った。図 5-15(a)、

(b)には、1.3 µm帯埋め込み回折格子型 DFBレーザの断面図とバンドダイアグラムを示している。

埋め込み回折格子の InAsPの組成波長は 1.42 µmであり、発光波長である 1.3 µm帯に対して吸収

となる吸収性回折格子としている。活性層は、厚さ 6 nmの 1.0 %圧縮歪の InGaAsP井戸層 、厚

さ 10 nmの無歪 InGaAsP 障壁層からなっている。レーザチップの端面コート膜としては、後端面

には高反射膜 (85 %)、前端面には低反射膜 (5 %)をそれぞれ施している。また、内部損失と反射

図 5-15. 1.3 µm帯埋め込み回折格子型 DFBレーザの断面図(a)とバンドダイアグラム(b) 
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損失を最低限に抑えるために量子井戸層数、共振器長はそれそれ 3、1200 µmとし、活性層幅に関

しては高注入電流時の光出力の飽和を抑制するために 2.0 µmとしている。 

 図 5-16には、1.3 µm 帯埋め込み回折格子型 DFBレーザの 25 °Cにおける電流-光出力特性を示

している。25℃、CW動作においてしきい値電流 45 mA、スロープ効率 0.42 mW/mAが得られ、

230 mWまでの光出力特性と 40 dBを越える高い SMSR特性が実現できた。これは、1.3 µm帯単

一波長レーザにおける最高発振光出力である。また、図 5-17には、25 °Cにおける発振スペクト

ル線幅特性を示しているが、光出力 150 mWにおいて 100 kHzの狭スペクトル線幅特性を同時に

図 5-16. 1.3 µm帯高出力 DFBレーザの電流-光出力特性とサイドモードの光出力依存性 
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実現することができた。 

 以上の評価結果から、InAsP 埋め込み回折格子を用いることにより、高光出力特性を有する高

性能な光通信用 DFBレーザを実現できることを実証することができた。 

 

 

図 5-17. 1.3 µm帯高出力 DFBレーザのスペクトル線幅特性 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1 0.12

(光出力)-1 (mW -1)

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

25 ºC
L=1200 µm

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1 0.12

(光出力)-1 (mW -1)

ス
ペ
ク
ト
ル
線
幅

(k
H

z)

25 ºC
L=1200 µm



第 5章 埋め込み回折格子を有する分布帰還型半導体レーザの高光出力化 
 

 - 121 -

5.5 まとめ 

本章は、新規提案した InAsP層を有する埋め込み回折格子構造を DFBレーザの高光出力化に向

け、1.55 µm帯 DFBレーザ、1.3 µm帯 DFBレーザに適用した。また、注入キャリア密度の低減の

観点から高光出力化に向けたデバイス構造検討を行い、以下に述べる結果を得ることができた。 

 

1. DFB レーザの線幅・光出力積の低減と高注入電流時の光出力飽和を抑制するためには、注

入キャリア密度を低減することが必要であり、活性層体積を最適化させることが重要な手段の一

つであることを実験的に明らかにした。 

 

2. InAsP埋め込み回折格子を有する 1.55 µm帯 DFBレーザを新規に作製し、25 ℃、CW動作

においてしきい値電流 15 mA、スロープ効率 0.35 mW/mAが得られた。また、180 mWまでの光

出力特性と 0.3~0.7 MHzのスペクトル線幅特性が実現でき、1.55 µm帯単一波長レーザにおける最

高発振光出力を達成できた。 

 

3. 1.3 µm帯 DFBレーザにおいても InAsP埋め込み回折格子構造を適用し、量子井戸層数 3、

共振器長 1200 µmのレーザ素子において、25 ℃、CW動作での 230 mWまでの光出力特性と 40 dB

を越える高い SMSR特性が得られた。また、光出力 150 mWにおいて 100 kHzの狭スペクトル線

幅特性を同時に実現することができ、1.3 µm帯単一波長レーザにおける最高発振光出力を実現し

た。 

 

以上の結果から、今回提案した InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザが、単一波長、高光出力

特性が必要不可欠となる外部変調システム光源として十分適用できることを実証することができ

た。 
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第 6章 

結論 

 

 

6.1 本研究の総括 

本論分は、FTTH システムに用いられる音声、データ伝送用レーザと映像伝送用レーザなどの

光通信用半導体レーザの高性能化の実現を目的として新規デバイス構造の提案、デバイス設計、

およびプロセス開発を行ったものである。以下に本研究の内容、および検討によって得られた成

果を各章ごとにまとめる。 

 

第 3章 テーパ活性ストライプによる半導体レーザの狭放射角化 

 光ファイバネットワークのアクセス系への適用を目的として、付加的なビーム変換領域を必

要とせず、通常の光通信用半導体レーザと同一のプロセスで作製可能となる水平テーパ状の活性

ストライプを有する半導体レーザを新たに提案した。1.3 µm帯半導体レーザにおいて、高温度時

の低しきい値、高光出力化の実現に向けて光学特性を考慮した活性層構造に関する検討を行った

結果、明らかになったことを以下に列挙する。 

(1) 活性層領域自体にテーパ導波路構造を有するテーパ活性層型レーザにおいて、光ファイバ

との直接結合特性の向上に向けたにテーパ形状の検討を行い、ビーム放射角12度（従来の1/3）を

得るとともに、85 °Cでのレーザ動作を確認した。 

(2) 高温における低しきい値、高効率化には、しきい値キャリア密度の低減に向け、井戸層内

の光閉じ込めを増大させることが必要不可欠であるが、同時に狭放射角化を実現するには、活性

層と光導波路層からなる導波路領域内の光閉じ込めの低減が有効である。 

(3) 以上の結果をもとに作製したレーザにおいて、17.6 mA、0.44 mW/mAのしきい値電流、ス

ロープ効率 (@85 °C)が得られ、高温における低しきい値、高効率特性、さらには最大-4.7 dBの光
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ファイバとの直接結合特性、±3.0 µmの-3 dB ダウントレランス量、106時間以上の推定平均寿命

を得ることに成功した。  

以上の結果から、今回提案した水平テーパ活性ストライプを有するレーザが、受光/発光デバイ

ス用の光源として適用可能であることを確認した。 

 

第 4章 埋め込み回折格子による分布帰還型半導体レーザの狭スペクトル線幅化 

 FTTHの映像伝送システムとして有望な一括 FM変換伝送システム用 DFBレーザにおいて、

狭スペクトル線幅化に向けた課題を明確にし、スペクトル線幅低減を目的とした新規回折構造の

適用とデバイス構造検討を行った結果、明らかになったことを以下に列挙する。 

(1) DFBレーザの狭スペクトル線幅化には、高光出力時の単一モード特性が非常に重要である

ことを示し、安定した単一波長性実現に向け、低結合係数が実現可能な InAsP 層を有する新規埋

め込み回折格子構造を提案した。 

(2) InAsP埋め込み回折格子を有する 1.55 µm帯λ/4位相シフト型DFBレーザを新規に作製し、

異なる井戸層数、共振器長におけるスペクトル線幅特性の検討を行った。特に、スペクトル線幅

特性の井戸層内の光閉じ込め依存性に関する評価結果から、光閉じ込めの低減が、線幅・光出力

積の低減と高光出力時の単一モード性の抑制に重要であることを実験的に明らかにした。 

(3) InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザの井戸層数 3、共振器長 1500 µmの素子において 63 

kHzのスペクトル線幅を実現し、今回提案した InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザが、100 kHz

以下の狭スペクトル線幅が必要とされる FTTH 映像伝送用光源として十分適用できることを実証

した。 

 

第 5章 埋め込み回折格子を有する分布帰還型半導体レーザの高出力化 

新規提案した InAsP層を有する埋め込み回折格子構造を DFBレーザの高光出力化に向け、1.55 

µm帯 DFBレーザ、1.3 µm帯 DFBレーザに適用した。また、注入キャリア密度の低減の観点から

高光出力化に向けたデバイス構造検討を行い、明らかになったことを以下に列挙する。 

(1) DFBレーザの線幅・光出力積の低減と高注入電流時の光出力飽和を抑制するためには、注
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入キャリア密度を低減することが必要であり、活性層体積を最適化させることは重要であること

を実験的に明らかにした。 

(2) InAsP埋め込み回折格子を有する 1.55 µm帯 DFBレーザを新規に作製し、25 ℃、CW動作

においてしきい値電流 15 mA、スロープ効率 0.35 mW/mAが得られ、180 mWまでの光出力特性

と 0.3~0.7 MHzのスペクトル線幅特性が実現でき、1.55 µm帯単一波長レーザにおける最高発振光

出力を達成した。 

(3) 1.3 µm帯 DFBレーザにおいても InAsP埋め込み回折格子構造を適用し、量子井戸層数 3、

共振器長 1200 µmのレーザ素子において、25 ℃、CW動作において、230 mWまでの光出力特性

と 40 dBを越える高い SMSR特性が得られた。また光出力 150 mWにおいて 100 kHzの狭スペク

トル線幅特性を同時に実現することができ、1.3 µm帯単一波長レーザにおける最高発振光出力が

得られた。 

以上の結果から、今回提案した InAsP埋め込み回折格子型 DFBレーザが、単一波長、高光出力

特性が必要不可欠となる外部変調システム用光源として十分適用できることを実証した。 

 

 第 3章、第 4章で議論した DFBレーザの狭スペクトル線幅化、高光出力化技術に関する本研究

で明らかになったレーザ構造をまとめたものを表 6.1に示した。 

狭スペクトル線幅化に関しては、レーザ共振器内のフォトン密度の増大つまり注入電流の増加

にともなうスペクトル線幅低減の特性に着目し、下記の 2 点に関して新規デバイスの構造提案と

デバイス検証を行った。 

1. 注入電流の増加に伴って顕著となる光強度分布の不均一性による単一モード性の劣化を抑

えるために、低結合係数を実現可能とする新規回折格子構造の提案とデバイス実証を実施。 

2. スペクトル線幅の光出力依存性における傾きを表す線幅・光出力積の低減のために、内部

損失と自然放出係数の低減に着目し、デバイス検証を実施。 

2.で述べた内部損失と自然放出係数の低減に関しては、具体的な手法が井戸層の低減である。

通信用半導体レーザは、高温動作時の安定した低しきい値、高光出力動作や光ファイバ通信の特

長である高速動作の実現のため、井戸層数としては 7ペアから 10ペアが一般的である。歪量子井
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戸構造に適用によりスペクトル線幅も改善されているが 1 MHz程度にとどまっている[1]。しかし

ながら、本研究では、内部損失と自然放出係数の低減のために井戸層を 3 ペアまで減らし、さら

に DFB レーザのしきい値利得を下げるため、長共振器長化(共振器長：1500 µm)とすることによ

り、100 kHz以下のスペクトル線幅特性を実現することに成功した。レーザの発振スペクトル線幅

の低減といった半導体レーザの低雑音化には活性層内の光閉じ込め係数を極力減らすことが有効

であることを実証することができた。 

一方、第 4章で述べた DFBレーザの高光出力化に向けては、高光出力時における出力飽和の抑

制に着目した。井戸層数 5、共振器長 800 µmのレーザ構造において、広い活性層ストライプ幅の

導入によりしきい値キャリア密度を下げ、光出力飽和を改善するとともに、線幅・光出力積の低

減にも有効であることを示すことに成功した。 

 以上の研究成果から、単一モード特性を有する半導体レーザにおいて、スペクトル線幅の安定

性を図るためには、電子と光子の相互作用を可能な限り小さくし、自然放出光の影響を極力抑え

るレーザ構造にすることが重要であることを示した。一方、単一モードレーザの高光出力化には、

光強度分布の不均一性に伴う単一モード特性の劣化を抑えるとともに、光出力の飽和を抑制する

ためのレーザ設計が必要不可欠であることを明らかにした。 

  

表 6-1. DFBレーザの狭スペクトル線幅化、高光出力化に関する本研究のまとめ  

低反射/高反射800 µm51.55 µm帯高光出力化

300 µm

1500 µm

共振器長

1.3 µm帯

1.55 µm帯

波長帯

10

3

井戸層数

高温動作化

(参考)

狭スペクトル
線幅化

求める性能

低反射/高反射

無反射/無反射

端面コート

低反射/高反射800 µm51.55 µm帯高光出力化

300 µm

1500 µm

共振器長

1.3 µm帯

1.55 µm帯

波長帯

10

3

井戸層数

高温動作化

(参考)

狭スペクトル
線幅化

求める性能

低反射/高反射

無反射/無反射

端面コート
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6.2 通信用半導体レーザの将来展望 

第 2 章で述べた狭放射角半導体レーザは、光ファイバとの光結合において従来のレンズを用い

た結合からレンズを用いない直接結合を実現するために実現されたレーザ構造である。本研究で

は 1.3 µm帯ファブリペロ型においてデバイス性能の実証を行ったが、その後、直接結合型光モジ

ュールの高速化に向け、1.3 µm帯 DFBレーザにおいてもテーパ活性ストライプの適用が行われ、

10度以下の狭ビーム放射角特性と高温動作（85度）での単一モード特性を確認している[2]。さら

に、1.55 µm帯においても、テーパ状の活性ストライプを有する DFBレーザの技術検討が行われ、

光出力 60 mWまでの単一モード性、水平(垂直)方向において 14度(20度)の狭いビーム放射角特性

を実現している[3]。いずれの技術検討においても、本研究のテーパ活性ストライプを有するレー

ザ技術が基盤となって、単一モード性に優れた直接結合型高性能光モジュールが実現できる可能

性があることを示唆するものである。 

一方、第 3章と第 4章で議論したDBFレーザの高光出力、狭スペクトル線幅化技術に関しては、

本研究に引き続き、古河電工の粕川らによって波長多重通信システムの外部変調用光源として技

術検討が行われている[4]。その結果、高注入電流時における光出力飽和を抑制するために本研究

で実証した活性層幅の広ストライプ化の技術が適用されている。結果的に、2 µmまで広ストライ

プ幅化したレーザを搭載した通信用光モジュールにおいて、1 MHz 以下のスペクトル線幅と 100 

mW を超える単一モード光出力特性を実現し、波長多重システムにおける外部変調用光源として

の性能を実証している[5]。 

以上の結果から、本研究のデバイス設計、プロセス技術が次世代の光通信システム用光源の技

術に活かされていると言える。 

ここで光ファイバ通信システムの性能向上の経緯を考えると、各家庭のユーザが利用できるデ

ータ伝送速度はここ十数年で飛躍的に拡大したと言える。1990年代前半は 9.6 kb/s程度の伝送速

度であったが、以後電話線を用いた 128 kb/s、同軸ケーブルによる数Mb/sが可能となり、そして

光ファイバを伝送媒体とした 100 Mb/sの通信と桁違いの伝送速度上昇がなされてきた。光アクセ

ス市場は今後も拡大を続け、2010年には 4000万世帯、その中で FTTH加入者は 2300万を占める

と予想されている。FTTH システムの拡大とともにさらなる高速化への要望は高まり続けていく
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だろう。1 Gb/s程度のものは既に実用化され、10 Gb/sに関する技術開発も活発化している。さら

に将来的には数 100 Gb/s、THzを超える超高速の送受信光モジュールが各家庭に導入されるのも

夢物語ではない。今後、超高速光モジュールの実現において特に光デバイスに求められるのは、

高速性のみならず、さらなる機能集積化、超小型化、低消費電力化であり、半導体レーザ、光導

波路、分波器、結合器、受光素子などの半導体素子が集積化された光集積回路の実現である。 

本論文でまとめたテーパ活性層型半導体レーザおよび埋め込み回折格子を有する半導体レーザ

などの高性能な半導体レーザ技術が、今後の超高性能な光集積デバイスの実現に向けて何らかの

形で活用されていくことを強く切望し、本論分を完了する。 
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付録 

 

A.1 導波路間の結合効率の一般式 

 光波が光ファイバや光導波路等の光導波系へ入射すると、それらの系の固有モードを励振しな

がら光が伝搬していく。この時の導波光のパワーと入射光のパワーとの比が結合効率と呼ばれる

ものである。 

 光の伝搬軸を z軸として、ある座標 zにおける結合効率について考える。z軸上のある位置 zに

おいて入射系の電界分布φ(x,y)を受光系の固有モード関数ϕ(x,y)で展開すると下式が成立する。 

 

∑= i ii yxCyx ),(),( ϕφ     (A1.1) 

 

iは受光系が持っている固有モード関数の数である。Ciはモード iへ結合する割合を表したもので

ある。なお、簡単のために x方向と y方向のモード番号をまとめて iと表記している。式(A1.1)に

おいて、ϕ(x,y)の複素共役であるϕ*(x,y)を左から掛けて積分し、φ(x,y)、ϕi(x,y)を用いて Ciを表すと

式(A1.2)のようになる。 

 

∫∫
∫∫=

dxdyyx
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i
i 2

*

),(

),(),(

ϕ

φϕ
   (A1.2) 

 

iji dxdyyxyx δφϕ =∫∫ ),(),(*
、 =ijδ 1 (i=j), 0(i≠j)   (A1.3) 

 

式(A1.2)の算出には、式(A1.3)に表す固有モード関数の直交性の関係を用いた。 

さらに、全入射光強度は入射系における光電界分布φ(x,y)の2乗、つまり∬|φ(x,y)|2dxdyで表され、

同様にして受光系のモード i の光強度は|Ci|
2∬|ϕi(x,y)|2dxdy となる。したがって、このモードへの

結合効率(η)は、全入射光強度に対するモード iの光強度の比をとって式(A1.4)のように表される。 
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式(A1.4)に式(A1.2)を代入することにより、ηは次式となる。 
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ここで、φ(x,y)=F(x,y)、ϕi(x,y)=G(x,y)とすることにより、最終的に式(3.1)で表される結合効率を

得ることができる。 

 

 

A.2 半導体レーザと光ファイバとの結合効率の算出(軸ずれ、角度ずれがない場合) 

A.2 と A.3 では、半導体レーザと光ファイバの結合に関して説明する。第 3 章では基本モード

での光結合について議論しているため、基本モードのガウス分布同士の結合について考えること

にする。まず、軸ずれや角度ずれが全くなく、スポットサイズのみが異なった 2 つのガウス分布

の結合について説明する。この場合は入射系と受光系のビームウェストの位置が一致している場

合に対応している。第 3 章で説明したように、結合効率は伝搬方向に対して直交する x 方向成分

と y 方向成分を別々にもとめ、その積をとることで得ることができる。まず結合効率の x 方向成

分を求める。入射系である半導体レーザと受光系である光ファイバのスポットサイズ径をそれぞ

れωx、ωf とする。ビームウェストでは波面の曲率が無限大であることを考慮すると、入射系およ

び受光系の x方向の電界分布 f1(x)および g1(x)は、互いに結合する面において式(A2.1)、(A2.2)のよ

うに表記できる。 

 

}exp{12)( 2

22
1

1
xx

xxf
ωωπ

−⋅⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⋅=     (A2.1) 

}exp{12)( 2

22
1

2
ff

xxg
ωωπ

−⋅⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅=    (A2.2) 



付録 

 - 132 -

したがって、式(A1.5)の分子は式(A2.3)のように変形することができる。 
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ここで、式(A2.4)で表されるガウス関数の無限積分の公式を用いると、x方向成分の結合効率で

ある式(A2.3)は式(A2.5)のようになる。 
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x方向成分と同様にして y方向成分の結合効率(ηy1)を求める。入射系である半導体レーザと受光

系である光ファイバのスポットサイズ径をそれぞれωy、ωfとすると、式(A2.5)と同様にしてηy1は

次式のようになる。 
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 一方、式(A1.5)の分母については、式(A2.1)、(A2.2)を用いて計算するとそれぞれ 1となる。 

したがって、最終的に結合効率(η1)は、式(A2.7)で表される。 
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以上から、軸ずれや角度ずれが全くなく、スポットサイズのみが異なった 2 つのガウス分布の
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結合効率は、スポットサイズの大きさではなく、その比によって決定され、ωx(ωy)=ωfの時、つま

り入射系と受光系のスポットサイズが一致した時においてのみ、100 %の結合が得られることにな

る。 

 

A.3 半導体レーザと光ファイバとの結合効率の算出(光軸方向にずれた場合) 

次に、光軸に垂直な x 方向、y 方向の軸ずれと角度ずれがなく、光軸方向のみに軸ずれした 2

つのガウス分布の結合について考えてみる。これは、第 3 章の 3.8 節で説明した半導体レーザが

光ファイバに対して z軸方向にずれた場合の結合特性に相当する。 

 出射側を半導体レーザとし、レーザから出射された光が z 軸方向にずれた状態で光ファイバに

入射する場合を考える。半導体レーザの出射端を基準(z=0)とし、距離 z1だけずれたところに光フ

ァイバの入射端面があるとする。 

 出射側である半導体レーザのガウス分布の x 方向成分 f2(x)は、スポットサイズをωxとして次式

で示される。 
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一方、受光系である光ファイバのガウス分布の x方向成分 g2(x)は、スポットサイズをωfとし、

ビームウェストから光ファイバ端面までの距離を z1とした場合、式(A3.2)で表される。 

 

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
−−⋅⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
=

)(2)(
exp

)(
12)(

1

2

1
2

22
1

1
2 zR

xjk
z

x
z

xg
fff ωωπ

  (A3.2) 

 

ここで、kは波数である。 

また、光ファイバの端面のスポットサイズの大きさωf(z1)と曲率半径 Rf(z1)は、同時に式(A3.3)、

(A3.4)で与えられる。 
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式(A1.5)の分子に代入することにより、 
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が得られる。ただし、q2には波面の項が入り次式となる。 
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この q2を用いて q2⋅q2*を計算し、式(A3.5)に代入することにより、x方向の結合効率の式(ηx2)とし

て式(A3.7)を得ることができる。 
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同様にして y方向についても結合効率(ηy2)を求めると、最終的に結合効率(η2)は式(A3.8)となる。 
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入射系と受光系の距離がゼロ、つまりビームウェストの位置がお互いに一致していれば、この式

は当然ではあるが、式(A2.6)に一致する。 
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